
“K” LINEグループのマテリアリティ

　マテリアリティの特定に際しては、ISO26000やOECD多国籍企業行動指針など、主として 

CSR（企業の社会的責任）に関連する各種ガイダンスを参考に、SDGsなどで掲げられる社会
課題を考慮しつつ、事業戦略との整合性や価値創造の観点なども加味して、「自社にとっての重
要性」（ビジネス視点での重要性）と「社会にとっての重要性」（ステークホルダー視点での重
要性）という２軸から、マテリアリティの分析・評価を行いました。

マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティ分析のステップ

重要な社会課題＝
新たな事業リスク・

機会になり得る社会課題

社
会
に
と
っ
て
の
重
要
性

（
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
視
点
で
の
重
要
性
） 自社にとっての重要性（ビジネス視点での重要性）

重点課題高

高

潜在的または新たな課題

企業価値への影響度が高い
社会課題 最重要テーマ（今回特定対象）

重要な経営課題＝
自社において対処すべき経営課題

■��SDGsなどを中心に社会課
題をリストアップ（社会課題
のロングリスト作成：全115
項目）
■��自社事業との関連性ならび
に海運業界に特有の社会課
題を加味して社会課題の絞
り込みを実施（社会課題の
ショートリスト作成：全50
項目）

■��STEP1で絞り込まれた全50項目の社会課題に対して、
以下の観点でその重要性評価を実施

– 自社にとっての重要性
各社会課題について、リスクと機会の観点から自社
の企業価値への影響度を評価。当社グループ役職員
へのアンケートも実施し、当社グループが優先的に
対処すべき社会課題について意見を聴取

– 社会にとっての重要性
各社会課題について、当社グループにとって重要なス
テークホルダー（顧客、投資家、従業員、地域社会、
国際社会）に与える影響度を、それぞれのステーク
ホルダーの立場に立脚して分析

■���STEP2において、自社、ステークホルダー
それぞれに対して重要性の高い項目を、
自社の企業価値への影響度が高い社会
課題と位置付け、さらにこれらを「社会課
題解決へのアクション」として全12項目に
集約し、マテリアリティ案を作成
■�外部有識者と当社経営陣によるダイアロ
グを実施し、マテリアリティ案について意
見交換
■�ダイアログを踏まえて最終化されたマテ
リアリティ案を、サステナビリティ経営推
進委員会で討議し、経営会議で決裁の上、
取締役会に報告

社会課題リストの作成 社会課題の評価
（自社にとっての重要性評価、社会にとっての重要性評価） マテリアリティの特定

STEP 1 STEP 2 STEP 3

マテリアリティと関連するSDGs
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“K” LINEグループでは、サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評価し、及び管理するための過程の一環として、必要に応じてマテリアリティ（サステナビリティ重要課題）の見直しを行っています。
当社グループが直近に実施した2022年度の見直しで新たに特定した12項目のマテリアリティは、中期経営計画で事業戦略を実現する強固な事業基盤として打ち出された機能戦略の4本柱である「安全・品質」
「環境・技術」「デジタライゼーション推進」「人材」と、それらの土台としての 「経営基盤」の5分野に分類して整理されています（詳細は下の一覧表をご参照ください）。当社グループにとってのマテリアリティ
は、中期経営計画に基づいて持続的成長や企業価値向上を果たしつつ、社会課題の解決にも貢献し、企業理念・ビジョンを実現するために取り組むべき重要課題と位置付けられます。

分野 社会課題解決へのアクション 
＝マテリアリティ 関連するSDGs

経営基盤

人権の尊重

コーポレートガバナンスの強化

コンプライアンスの推進・強化

安全・品質 安全運航の推進   

環境・技術

自社の低炭素化・脱炭素化   

社会の低炭素化・脱炭素化支援

自社からの海洋・大気への環境影響
の限りないゼロ化

イノベーションの促進

デジタライゼーション推進
DX対応の強化

人材

人材の確保・育成

ダイバーシティ＆インクルージョン
の促進

労働環境の整備・健康経営の促進
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＊2022年4月に策定した「女性活躍推進及び次世代育成支援のための行動計画」にて目標として定めたが、前倒しで達成済み。現在は2025年度以降の目標設定を検討中。
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マテリアリティに関するKPI

当社グループでは、マテリアリティの各テーマに合わせた目標と指標（KPI）を設定し、進捗をモニターしています。
2024年度も、前年度の達成状況を評価した上で単年度目標を設定しました。中長期目標の達成に向けて、継続的に取り組んでまいります。

分類 マテリアリティ
マテリアリティKPI

中長期目標（ありたい姿） テーマ KPI 中長期目標値 2024年度目標値 2023年度達成状況

経営基盤

人権の尊重 グループの事業活動に関わる全てのステークホルダーの人権を
尊重するとともに、侵害を防止する体制を確立している。

サプライチェーンに
おける人権尊重

サプライヤー 
啓発 サプライヤー向けアンケート実施率 2026年までに

取引金額上位80％ 取引金額上位50％ 未実施

人権に関する意識啓発 社内啓発 人権に関するeラーニングの受講率 全体受講率100％ 全体受講率90％
受講率：社内 89.2％、
国内グループ会社 86.4％
海外グループ会社 93.1%

コーポレート
ガバナンスの強化

取締役会による経営方針の決定および監督の機能が発揮され
るとともに、その方針に基づく業務の執行が適時・適切になさ
れ、中長期的な企業価値の向上につながっている。

コーポレートガバナンス
コード原則の遵守 CG原則 プライム市場上場企業に求められるCG

コード原則の「Comply」比率 100%遵守の継続 100%遵守 100%遵守

取締役会実効性の
継続的な向上

取締役会実効性 取締役会実効性評価の実施と開示 年1回の継続的実施 インタビュー形式による実効
性評価の実施

アンケート方式による実効性評価
を実施し、結果をプレスリリース

取締役会実効性 取締役会実効性評価で設定した課題の
定期的なレビュー

四半期レビューと取締役会へ
のフィードバックの継続

四半期レビューと取締役会へ
のフィードバックを実施

4回のレビューを実施 
（2023年7･10月、2024年2･4月)

コンプライアンスの推進・
強化

役職員が高いコンプライアンス意識を持ち、インテグリティある
事業活動が行われている。

法令遵守の徹底 結果指標 重大なコンプライアンス違反件数 0件 0件 0件

コンプライアンス意識
の向上 社内啓発 コンプライアンス研修受講率 全体受講率100% 受講率90%以上 90%以上達成

安全・品質 安全運航の推進
グローバル・モニタリングシステムと地域密着サポート体制を構
築し、「人間力」と「先進／デジタル技術」の両輪で安全運航管
理体制を継続強化することで、事故を防止している。

事故 重大海難事故 重大海難事故ゼロ 0件 0件

遅延 機関事故による遅延時間 10時間／隻／年 10時間／隻／年 5.92時間／隻／年

環境・技術

自社の低炭素化・脱炭素化 環境ビジョンで定める2050年GHG排出ネットゼロへ挑戦すべ
く、自社の脱炭素化、社会の脱炭素化支援に向けた取り組みを
実施している。

脱炭素（自社）

結果指標
CO2排出効率（2008年比） 2030年50%削減

中長期目標値を前提に
取り組みを進める

44％改善

CO2排出総量（2008年比） 2050年ネットゼロ実現 52％削減

燃料転換
LNG燃料船投入隻数 2030／2040／2050年： 

35／35／10隻 3隻

ゼロエミッション船投入隻数 2050年：200～250隻 0隻

社会の低炭素化・
脱炭素化支援 脱炭素（社会） 環境保全活動 森林保全活動実施回数 1回／年 1回／年 1回

自社からの海洋・
大気への環境影響の
限りないゼロ化

油濁事故、大気汚染防止やバラスト水処理装置の搭載など、生
物多様性保全の取り組みを通じて海洋・大気への環境影響を
極小化している。

生物多様性
海洋汚染 油濁事故 油濁事故ゼロ 0件／年 0件

影響低減 バラスト水処理装置搭載率 2024年6月までに100% 100% 99%

イノベーションの促進 先進的な省エネ技術を導入した燃費性能の優れた本船を導入
し、環境負荷低減を実現している。 低炭素

最新鋭船舶の導入 年内新規発注船のEEDI規制値 EEDI Phase 3 以上 年内新規発注船のEEDI Phase 
3以上の割合を100％を目指す 100%

風力推進等 Seawing搭載隻数 2030年：50隻
中長期目標値を前提に
取り組みを進める

0隻

デジタライゼーション
推進

運航効率 K-IMSの保有船・
中長期傭船への搭載率 100% 90%

DX対応の強化
役職員がDXに当事者意識を持ち、現場主導でDX推進ができる
体制を構築している。 DX人材育成 育成 DX活用層認定者数 2025年度末までに100名 40名 期中開始

人材

ダイバーシティ＆
インクルージョンの促進

国籍、大学、学部、性別および職種（事務系・技術系）を問わ
ない一括採用・キャリア採用の実施、それによって生み出され
る多様性を尊重している。また、男性の育児参加への促進、"K" 
LINE UNIVERSITYを通じた海外現地法人スタッフとの一体感
の醸成・融合など多様性をさらに促進している。

多様な人材の活躍

ジェンダー 女性管理職比率 15% （2026年度まで） ー 6.8%

採用形態
管理職におけるキャリア採用者比率 ー ー 16.5%

在籍社員におけるキャリア採用者比率 ー ー 14.9%

労働環境の整備・
健康経営の促進

グループ従業員の人格、個性および多様性も尊重し、安全で働
きやすい職場環境の整備・向上を図り、ゆとりと豊かさを実現
している。

労務安全
労務 月間法定時間外労働 40時間以内＊ ー 7.4時間

柔軟な働き方 男性育児休業取得率 20%＊ ー 77.8%

健康経営 メンタル ストレスチェック受検率 90% 90.0% 92.1%（陸上）／74.3%（海上）

人材の確保・育成

社会的価値、経済的価値の向上のため各事業ポートフォリオの
需要に応じた人材の量的・質的な確保育成に取り組み、新卒採
用に加えて通年でのキャリア採用も実施している。「事業の持続
的成長・変革をリードしていく人材」、「事業環境変化に柔軟に
対応できる人材」という視点から人材の育成に取り組んでいる。

多様な人材の活躍
採用形態

管理職におけるキャリア採用者比率 ー ー 16.5%

在籍社員におけるキャリア採用者比率 ー ー 14.9%

育成 一人当たりの研修費（陸上職） ー 199千円 171千円



サステナビリティ経営
“K” LINEグループは、全てのステークホルダーから信頼されるパートナーとして、グローバル社会のインフラを支えることで持続的成長と企業価値向上を目指すことをビジョンとして掲げています。そ
の使命を果たすためには、自社の経済的価値と両立させる形で社会課題の解決に貢献して社会的価値を創出することが重要です。当社グループが海運業を主軸として培ってきた総合力をフルに生かし
つつ、パートナーの力も借りながら、自社と社会・環境の双方のサステナビリティを両立させる取り組みを実現することが、当社グループのサステナビリティ経営の基本的な考え方です。

　サステナビリティ（環境・社会・経済の持続可能性）
に貢献することで、企業の持続可能性の向上を図る「サ
ステナビリティ経営」に基づいて事業活動に取り組むこ
とは、社会インフラを担ってきた当社グループにとって、
不可欠な視点です。国際海運から排出されるCO2は約
9億トンと言われドイツ一国の排出量に相当する規模と
なります。海運を主軸として事業展開を行っている当
社は、気候変動問題をはじめとする環境や社会の課題
を機会と捉え、社会的価値と経済的価値の双方を創出
することで企業価値を向上させていくことが、全てのス
テークホルダーの皆さまからの信頼の獲得に結びつく
と考えています。今後も当社グループは、サステナビリ
ティへの主体的な取り組みを通じて、地球環境の保全と
持続可能な社会の実現に貢献しつつ、成長機会の追求
と企業価値の向上に取り組んでまいります。

専務執行役員 CFOユニット（経
営企画・調査・財務・会計・税務・
サステナビリティ・環境経営推
進・IR・広報）統括、サステナ
ビリティ・環境経営推進・IR・
広報担当、CFO（チーフフィナン
シャルオフィサー）

山鹿 徳昌

　グローバルな価値観や行動の変容が加速し、地球温暖化による
環境負荷の低減に対する意識が高まる中、当社は、サステナビリ
ティ経営を中長期的な企業価値向上の実現に向けた重要課題の一
つとしてとらえ、取締役会において継続的に議論しています。これ
らの課題に重点を置いた経営を強化するため、社長執行役員を委
員長とする「サステナビリティ経営推進委員会」および「GHG削減
戦略委員会」を設置しています。
　このうちサステナビリティ経営推進委員会は、当社グループのサ
ステナビリティ経営の推進体制の審議・策定を通じて、 企業価値
向上を図っています。
　その下部組織であるサステナビリティ専門委員会には、当社グ
ループが特定しているマテリアリティの各課題に対する管掌部門の
グループ長が委員として参加しており、マテリアリティに関する取り
組みの実践状況をモニターし、その進捗状況を定期的に上部組織
であるサステナビリティ経営推進委員会に報告しています。

　もう一つの下部組織である「環境専門委員会」は、「川崎汽船グ
ループ環境憲章」および国際標準化機構（ISO）の規格に則って構
築された「環境マネジメントシステム（EMS）」を機能的に運用する
とともに、その他の環境に関わる活動を推進しています。
　一方、GHG削減戦略委員会では、各種環境対応が急務な中、当
社グループの燃料転換を主体としたGHG削減戦略を策定するとと
もに、総合的な対応戦略、機器選定等の技術対応・円滑な運用準
備などの方針を策定し、実施を統括しています。
　これらのガバナンス体制の下、実効性のあるサステナビリティ経
営を推進しています。

担当執行役員メッセージ

推進体制

（2023年度委員会開催実績）
●  サステナビリティ経営推進委員会：３回
●  環境専門委員会：２回
● サステナビリティ専門委員会：３回
● GHG削減戦略委員会：４回

取締役会

サステナビリティ経営推進委員会

CII・2030年環境目標対応
プロジェクトチーム

サステナビリティ
専門委員会環境専門委員会 次世代代替燃料推進

プロジェクトチーム
安全環境支援技術
プロジェクトチーム

経営会議

執行役員会

GHG削減戦略委員会

社長執行役員

監督・指示 報告

付託 報告 付託 報告

監督・指示 報告

監督
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人権の尊重

“K” LINEグループでは、「グループ企業行動憲章」の冒頭で「人権の尊重」を掲げています。国連グローバル・コンパクトに署名し、人権や労働に関する諸原則を支持することを表明するとともに、国
連の定める「ビジネスと人権に関する指導原則」を指針として、「川崎汽船グループ人権基本方針」を策定し、人権デューディリジェンスの取り組みを進めています。

営業部門・船舶部門・
管理部門

サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報グループ

グループ会社

サステナビリティ推進担当執行役員

サステナビリティ経営推進委員会

取締
役会

ステーク
ホルダー

経営会議

執行役員会
社長執行役員

付託

監督

報告

監督・指示 報告

指示 報告

連携 連携

エンゲージ
メント

　2022年に策定した人権基本方針に基づき、サステナビリティ
経営推進委員会の監督と、サステナビリティ推進担当執行役員
の指示の下、サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報グルー
プが担当部署となり、当社グループの事業活動に関する人権リ
スクの分析・評価や対策の立案など、いわゆる「人権デューディ
リジェンス」を実施しています。

人権デューディリジェンス実施体制

　当社グループでは2022年度より人権デューディリジェンスの
取り組みを本格化し、初年度には自社・グループ会社の従業員
に関わる人権影響評価を実施し、優先課題の特定と対策の検
討を行いました。それに続く2023年度から2024年度上半期に
かけて、対象範囲をサプライチェーンに拡大すべく、以下を実
施しました。

1  自社の調達関連取り組みに関する現状分析

2  調達方針・サプライヤー向けガイドライン改定案の検討

3  サステナブル調達実施体制の検討

　2024年度下半期以降は、サステナブル調達の一環として、サ
プライチェーンにおける人権デューディリジェンスを本格化させ
るべく、調達方針・サプライヤー向けガイドラインを改定してそ
れを周知するとともに、アンケートを通じた人権影響評価を実
施する予定です。

人権影響評価と優先課題
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社内外への
情報公開

5
人権影響評価

2

対策・改善の
検討・実施

3

人権方針策定

1

対策・改善の
モニタリング

4

フェーズ 5

影響にどのように対処したかを伝える

フェーズ 1

責任ある企業行動を企業方針および
経営システムに組み込む

フェーズ 4

実施状況および結果を追跡調査する

フェーズ 2

企業の事業、サプライチェーンおよび
ビジネス上の関係における負の影響を
特定し、評価する

フェーズ 3

負の影響を停止、防止および軽減する

人権デューディリジェンスの全体像



コンプライアンスの推進・強化

贈収賄防止の取り組み
　贈収賄防止の実効性を高めるために、当社は、腐敗のな
い海運業界を目指し取り組みを行っているMaritime Anti-

Corruption Network（MACN）のメンバーとして、反腐敗・
贈収賄防止の取り組みを強化しています。

経済制裁規制遵守の取り組み
　2019年11月に経済制裁・反マネーロンダリング個別ポリ
シーをグローバルコンプライアンスポリシーに追加し、当社およ
びグループ会社役職員に当社グループのビジネスに対して適用
される経済制裁規制ならびに反マネーロンダリングおよびテロ
資金供与に関するルールの遵守を徹底しています。

個人情報保護の取り組み
　世界各国における個人情報保護に関する法規則・執行強化
の状況を踏まえ、2021年10月にグローバルコンプライアンスポ
リシーを改正（「個別ポリシーⅣ データ保護法」の追加）し、個
人情報の適切な保護の取り組みを強化しています。

コンプライアンス意識向上の取り組み
　毎年11月をコンプライアンス月間と位置付け、当社およびグ
ループ会社役職員にコンプライアンスの重要性を再認識させる

ため、社長メッセージを配信するとともに、競争法や腐敗防止
などのテーマを含むコンプライアンスeラーニング研修、外部
講師を招いてのコンプライアンスセミナー、階層別研修を開催
しています。

コンプライアンス研修受講者数・受講率
（人）

93

803

（％）

（年度）
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2023

コンプライアンス研修受講者数
コンプライアンス研修受講率

　当社およびグループ会社役職員の日常業務の行動指針とな
るよう、2017年1月に「川崎汽船グループ グローバルコンプラ

イアンスポリシー」を制定し、当社およびグループ会社役職員
に遵守を義務付けています。社長が委員長を務めるコンプライ
アンス委員会を設置し、当社およびグループ会社のコンプライ
アンスを担保するための方針およびコンプライアンス違反に対
する対応措置を審議しています。また、コンプライアンスの最高
責任者であるCCO（チーフコンプライアンスオフィサー）の下、
組織全体のコンプライアンス体制を強化しています。加えて、
国内外にわたる当社グループの事業におけるコンプライアンス
問題発生の未然防止とリスクの早期発見および是正のため、当
社および国内外グループ会社役職員からの内部通報を受け付け
る「ホットライン窓口」と「グローバルホットライン窓口」を設
置しています。

独占禁止法遵守の取り組み
　役職員に対し、独占禁止法遵守規程の遵守を徹底させ、専任
部署による継続的な教育・啓蒙活動の推進を通じて、競争法
に関するコンプライアンスの意識を徹底すべく、さらなる強化
に取り組んでいます。また、業務監査を実施し、コンプライアン
スに向けた施策の実施状況を監視・監督しています。同業他社
との接触についても、事前の届出および承認、内容の記録作成・
保存等を厳格に運用しています。

グループコンプライアンス体制
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内部通報窓口への通報・相談件数

2021年度 2022年度 2023年度

通報 1件 3件 5件

相談 3件 0件 1件



安全運航の推進
当社では、安全運航にとって最も大事なのは「人間力」だと考えています。安全運航の実現には、「人間力」を生かした、人材の確保・育成、顧客密着の海技サポート体制、そしてグローバルな安全管理
体制の確立が不可欠です。また、安全・輸送品質をより高度なものとするためには、先進技術の活用で経験と知識を可視化し、「人間力」を補完していく必要があります。「人間力」を「技術」が補完する、
いわば「人」と「テクノロジー」の両輪で安全品質管理体制を強化し、「お客さまを第一に考えた安全で最適なサービスの提供」を行っていきます。

専務執行役員
船舶ユニット統括
CSO（チーフ
セーフティーオフィサー）
綾 清隆

CSO MESSAGE

　当社は、安全運航と輸送品質を事業の根幹として、お
客さまにサービスを提供しています。また、低炭素・脱
炭素化が求められる中、新しい課題に対応する新しい
技術への適応と、その導入を促進しています。新たな課
題に対応できる人材と、これまで培ってきた船舶管理の
経験を最大限に生かして、中期経営計画に掲げる世界3

拠点を核とした安全品質管理体制の強化を促進し、同
時に、地域密着型顧客サポートの深度化を進めてまい
ります。環境対応も含めた、多岐にわたるお客さまの課
題やニーズに対して、より付加価値の高い提案とサービ
スを提供し、これからもお客さまから信頼される川崎汽
船であり続けるために、安全運航と輸送品質を極めるべ
く、グローバル組織の強化を継続していく所存です。

川崎汽船の強みである「人間力」を生かした安全・品質管理対応と、
それを補完する先進・デジタル技術の両輪をもって、

確固たる安全運航体制を構築

川崎汽船の価値観 　お客さまを第一に考えた安全で最適なサービスの提供

「人」が支える
安全運航

顧客密着で支える海技サポート体制
● 全社横断の機能強化
● 拠点における現場サポート

全海洋を包括カバーする
3極のグローバル・モニタリング体制

「人」が支える安全運航体制を、
先進・デジタル技術などシステム・インフラの整備・拡充を進めることで補完していきます。

将来対応を見据えた
船員確保・教育
●  新燃料船等に対応した次世代を
担う船員育成

● 将来を見据えた配置転換

全社横断の機能強化
とグローバルな顧客
密着型の営業サポー
ト体制を構築し、拠
点における海技サ
ポート体制の強化を
進めます。

新たな環境技術や新
燃料船等に対応でき
る、将来を見据えた
多様な人材の確保と
育成を行います。

船舶管理において
は、船種特性に応じ
て対応できる体制と
し、グローバル船舶
管理品質の向上を進
め、海陸連携を強化
します。

全海洋を包括的に
カバーする3極のグ
ローバル・モニタリン
グ体制を整えること
で、全世界で運航す
る当社船への24時
間安全サポート体制
と、有事対応体制を
整えます。

海陸連携を強化した 
船舶管理

● 船種特性等に応じた対応
● グローバル管理品質向上

先進・デジタル技術を駆使したシステム・インフラの整備・拡充による「人間力」の補完
（統合船舶・性能管理運航システム「K-IMS」の機能強化・搭載拡大、自動運航の技術革新・応用、など）

海陸連携を強化した
船舶管理

将来対応を見据えた
船員確保・教育

顧客密着で支える
海技サポート体制

全海洋を包括カバーする
3極のグローバル・ 
モニタリング体制

K-Assist Project

　船舶の自動運航に向けた技術開発をK-Assist Projectと称し
て、見張り・操船支援、安全離着岸支援、機関プラント運転支
援の３つの分野に取り組んでいます。安全離着岸支援システム
では、出入港や離着岸の際に船体にかかる外力影響を自動検知
し、船体運動モデルを使用して高精度な将来の船体位置予測を
行うことで、より安全な操船を実現することが期待されていま
す。また着岸中の係船索にかかる張力は荷役の進捗に応じて大
きく変化しますが、従来は船上でその張力を定量的に確認する
ことができませんでした。そこで係船索張力監視装置を共同開
発・導入、索張力をデジタルで見える化することで、乗組員の
作業負担を下げながら安全性を向上することに貢献しています。

最適運航支援システム
　近年の気候変動により台風や爆弾低気圧などの発生が季節
問わずに増加しており、荒天遭遇によるトラブルも発生してい
ます。これを回避し安全な船舶の運航を確保するためには、気
象・海象予測に基づいた適正な航路設定が重要です。
　そのために、各船の運航性能モデルおよび気象予測に基づき
推奨航路を提案する最適運航支援システムを活用することで、
安全かつ経済的な運航をサポートしています。

人間力を補完する先進デジタル技術「人間力」をベースとした安全運航

安
全
・
品
質
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環境・技術

自社の低炭素・脱炭素化
GHG排出量ネットゼロに挑戦

2030年中期マイルストーン
CO2排出効率50％改善
（2008年比）

2050年GHG排出ネットゼロへの挑戦

　当社グループは、海運業を主軸とする物流企業として、人々
の豊かな暮らしに貢献するという企業理念のもと、「青く美しい
海を明日へつなぐ」という使命を担っています。全てのステーク
ホルダーから信頼されるパートナーとして、グローバル社会の
インフラを支え、持続的成長と企業価値向上を目指します。

　「“K” LINE環境ビジョン2050」における2030年中期マイルストーンの達成に向けた道筋とめどを確認し、2050年に向けた船隊
整備等、具体的な検討を進めています。

社会の低炭素・脱炭素化支援
社会の脱炭素化を支える

新エネルギー
輸送・供給の担い手に

自社からの海洋・大気への 
環境影響の限りないゼロ化

油濁事故ゼロ

社会の環境改善支援
生態系保護の業界トップ

2050年
GHG排出

ネットゼロへの
挑戦

LNG燃料船
投入隻数

CO2

排出総量

CO2

排出効率

アンモニア燃料船等
投入隻数

Seawing
搭載隻数

2008年（基準年）

2008年（基準年）

2023年

2023年

～2023年

～2023年

～2023年

2030年

2030年

2030年代半ば

2030年

2040年

2040年

2040年

2050年

2050年

2050年

2050年

4.04g-CO2／ 
トンマイル
44%改善
（基準年比）

3.61g-CO2／ 
トンマイル
50%改善
（基準年比）

7.21g-CO2／ 
トンマイル

1,368万トン
656万トン
52%改善

（基準年：2008年比）
ネットゼロ

1隻 35隻 35隻 10隻

0隻 20隻 130隻

50隻

200～250隻

50隻0隻 50隻

環境 自社の低炭素・脱炭素化における目標と進捗

　お客さま・パートナーとともに環境対応ノウハウ・ソリュー
ションを磨き上げ、事業における環境保全を収益成長と両立す
る持続可能な競争優位性として確立し、海運業界全体をリード
します。

川崎汽船グループの目指す姿

　2021年11月、気候変動対策に対する取り組みを強化するた
め、環境に関わる長期指針「“K” LINE環境ビジョン2050」に
おける2050年目標を改定し、「2050年GHG排出ネットゼロへ
の挑戦」という、より高い目標を掲げ推進しています。

“K” LINE環境ビジョン2050 
～青い海を明日へつなぐ～

環
境
・
技
術
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［“K” LINE環境ビジョン2050　～2050年に向けた環境に関わる長期指針］
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/management.html#002



※  就航中の保有船に対しては搭載済みであり、新造船についても原則全船搭載予定。 
短期傭船を除き、搭載対象の中長期傭船については、2024年度末をめどに全船搭載が完了予定となる。今後も、搭載対象船の追加には随時対応し、隻数拡大を図る。

（注）本KPIは現時点における関連技術・インフラ整備の発展、関連規制、経済性等の当社による見通しを前提に作成しており、今後の動向によっては変更となる場合があります。

低炭素・脱炭素化に向けた取り組み概要

　低炭素・脱炭素化のニーズに応え競争優位性を確立するた
めに2026年までに総額3,800億円を投資し、自社の低炭素・ 

脱炭素化と社会の低炭素・脱炭素化支援に向けた削減施策を
推進します。新技術の追求と、検討・実施から実装に向けた対
応強化の両軸での取り組みを継続します。

自社の低炭素・脱炭素化の取り組み

代替燃料の使用
LNG/LPG燃料船の導入拡大
 ●  2020年代はLNG/LPG燃料船の導入を拡大し、2030年までに
約35隻投入予定
アンモニア燃料船などのゼロエミッション船やバイオ燃料等の
カーボンニュートラル燃料の導入
 ●  2030年代半ばまでに約20隻投入予定
 ●  アンモニア／水素燃料といったゼロエミッション燃料、および
バイオLNG、合成燃料などのカーボンニュートラル燃料の導入
を検討中

 ●  2024年5月にはB100バイオ燃料（バイオディーゼルを100%
用いた舶用バイオ燃料）の試験航海を実施

社会の低炭素・脱炭素化の取り組み

LCO2輸送事業

　地下から掘り出した炭化水素を活用して排出されるCO2

を回収・貯蔵するコンセプトであるCCS（Carbon dioxide 

Capture and Storage）に関わる液化CO2輸送船の分野で
は、欧州で開始される世界初の本格的なCCS向け商業輸送
（Northern Lightsプロジェクト）への長期運航契約を受注。
　Northern Lights社の発注した4隻の船隊のうち、合計3隻を
当社が管理する。Northern Lightsでは中温中圧での輸送ノウハ
ウの体系化を目指す。加えて、内外の有力な回収・貯留事業者と
のCCSバリューチェーン構築に関する事業化検討を複数開始。

自社の低炭素・脱炭素化

燃料転換（クリーンエネルギー活用）
LNG/LPG燃料船

2,675億円
従来船に比べて20～30%削減 LNG/LPG燃料船隻数

セロエミッション船 排出量ゼロ ゼロエミッション船隻数

環境対応付加物（風力活用等） Seawing等 210億円 従来船に比べて～20%削減
※船速や航路、季節により削減率は変わる Seawing搭載隻数（～50隻2030年）

環境技術開発・実証化
K-IMSの搭載（運航効率）

55億円
従来船に比べて3～5%以上削減 K-IMSの保有船・中長期傭船への 

搭載率100%※
ハイブリッドEV曳船等 ̶

社会の低炭素・脱炭素化支援 低炭素化に資する新事業
液化CO2輸送

720億円 ̶
事業特性に応じて検討（液化CO2船は 

2024年5月時点で3隻運航を決定）風力発電支援等
その他の環境投資 ̶ ̶ 140億円 ̶ ̶

投資額（2022～ 2026年） GHG削減効果 施策進捗を測るKPI

低炭素・脱炭素化におけるネットゼロに向けたロードマップ

自社の低炭素・脱炭素化

効率運航による削減
Seawing（風力活用）による削減

LNG/LPG燃料船による削減
ゼロエミッション燃料による削減

社会の低炭素・脱炭素化支援
液化CO2輸送船を運航
洋上風力発電支援事業

水素・アンモニア輸送事業への参画

2020年 2030年 2040年 2050年

深化 継続
R&D

R&D

R&D

運用
運用

運用

R&D

R&D

R&D

2024年液化CO2輸送船を運航
2022年 協業開始
2022年 世界初の水素長距離輸送実施

環境・技術環
境
・
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術
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TCFDフレームワークに基づく情報開示

当社グループは2018年に気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）の提言に賛同し、2019年にTCFDフレームワークに基
づく情報開示を実施しています。2020年6月にはそれまでの「“K” 
LINE環境ビジョン2050」を振り返り、TCFDが提言するシナリ
オ分析を実施し、その結果を踏まえ、取り組むべき課題および目
標の一部を改訂しました。また2021年11月には地球規模での気
候変動対策を国際社会全体で強化すべき課題としてとらえ、より
高い目標である「2050年GHG排出ネットゼロへの挑戦」を宣言
しており、刻々と変化する最新の状況を踏まえ、今回シナリオ分
析の見直しと財務的インパクトに関する分析に重点的に取り組
み、開示内容を拡充しました。

主なリスクと機会項目と対応策

　社内へのサーベイ調査、関連部門へのインタビューをもとに気候変動によるリスク・機会項目の発現可能性、発現時期、財務インパク
トを整理し、当社事業への重要度を分析。その上で、各リスク・機会項目に対して、事業への影響に対する考察・対応策を整理しました。

　グローバルな価値観や行動の変容が加速し、地球温暖化に
よる環境負荷の低減に対する意識が高まる中、当社はサステナ
ビリティ経営を中長期的な企業価値向上の実現に向けた重要
課題の一つとしてとらえ、取締役会において継続的に議論して
います。「サステナビリティ経営推進委員会」は、社長執行役員
を委員長とし、約2ヶ月に一度のペースで開催しており、当社グ
ループのサステナビリティ経営の推進体制の審議・策定を通じ
て、企業価値向上を図っています。当該委員会においては気候
関連のリスクおよび機会の把握、それらに対する対応策の進捗
状況のモニタリングを行う機能も担っています。

取締役会

監督

サステナビリティ
経営推進委員会 GHG削減戦略委員会

社長執行役員
経営会議

執行役員会

報告付託 報告付託

ガバナンス

戦略
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政策・法規制の変化・ステークホルダーからの評判変化・
テクノロジーの変化によるリスク・機会項目 事業への影響

種類 
（根源要因） 事象（定性要因） 具体例（定量要因） 発現

可能性 発現時期 財務
インパクト

当社事業
への重要度 事業への影響に対する考察・対応策（例）

政策・法規制の
変化

EEDI・EEXI規制の
強化

炭素税、排出量取引
の導入等

リスク：
炭素税コストの増加、
運航コストの増加、
船舶の建造コストの増加

大 短中期 中 大

DXによる効率運航改善、LNG燃料船や船用バイオ燃料の導入拡
大、アンモニアやメタノール、水素などの代替燃料船の導入検討
を進め、環境優位性の確保を目指す。炭素税コスト、代替燃料船へ
の投資コストの海上輸送運賃への転嫁を検討。

ステーク
ホルダーからの
評判変化

顧客からの
評判

リスク／機会：
脱炭素の取り組み遅れによる
評判の変化

中 短中期 大 大

統合報告書やホームページでGHG排出量削減に向けた取り組みを
はじめとした、先進的な環境へのさまざまな取り組みをタイムリーに
開示することで、当社の低炭素化、脱炭素化に向けた取り組みを紹介
している。

テクノロジーの
変化

船舶における
新技術の採用

機会：
脱炭素関連事業の需要獲得 大 短中期 中 大

2024年1月、フランスにOCEANICWING S.A.S.を設立。同社は
AIRBUS社から分社したAIRSEAS社を事業継承し、Seawingの技
術確立および製品化に向けた取り組みのさらなる強化と加速を目
指す。Seawingは船種を問わず、既存船も含め搭載可能な新技術
であり、各船種への搭載拡大を検討。

市場原理の 
変化

低炭素サービス
提供

機会：
脱炭素関連事業の需要獲得、
貨物輸送量の増加

大 短中期 大 大

LCO2輸送事業について、ノルウェーでの実証PJに参画（Northern 
Lights社向けに3隻の契約）しており、うち2隻は2024年より世界初
の本格的なCCSバリューチェーンプロジェクトに従事予定。欧州を中
心に実績・ノウハウの積み上げを図る。

気温・海面上昇や
異常気象などの
慢性的・急性的
気候変動

運航ルートの妨害、
輸送ルートの変更、
積載貨物の荷崩れ・

潮漏れ

リスク：
船舶損傷リスクの増加、
運航コストの増加、
訴訟リスクの増加、
賠償金の増加

小 長期 小 小

K-IMS/NAVIによる気象・海象予測を踏まえた最適航路選定によ
り、高波高域への入域や動揺・荷崩れリスクを低減。
また、コンテナ船においては荷崩れを引き起こす一因となる特定
の横揺れの発生を予測するアプリを導入中。
フリートモニタリングシステムを導入し、荒天遭遇回避を含む安
全運航管理体制を強化。

シナリオ分析

　気候変動という長期にわたる不確実な課題に対する経営戦略の持続可能性・強靱性を評価する観点から、「2.4℃シナリオ」、「1.7℃
シナリオ」、「1.4℃シナリオ」の3つのシナリオを想定し、気候変動によるリスク・機会項目が実際に起こったと仮定して、財務への
定量的な影響を把握、対応策を検討しています。また、物理的リスクにおいては、2.4℃よりも温度上昇の高いシナリオ（3.0 ℃以上、
RCP8.0相当）を想定してリスク分析を行っています。

［TCFD開示リンク］
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/climate_change.html



TCFDフレームワークに基づく情報開示

財務インパクト評価の結果

指標と目標リスク管理
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シナリオ分析の前提

2.4℃シナリオ（STEPS）  各国政府が設定した目標と目
的を達成するために現在実際に行っている施策を前提とし、現
在の政策状況のまま進んでいくシナリオ（財務インパクト評価：
2.5℃以下シナリオ）

1.7℃シナリオ（APS）  NDCや長期的なネット・ゼロ
目標を含む、各国政府による全ての気候変動関連の公約を考慮
し、それらが完全かつ期限内に達成される前提とした、ネット
ゼロ宣言国は全てネットゼロを達成するシナリオ（財務インパク
ト評価：2.0℃以下シナリオ）

1.4℃シナリオ（NZE）  2030年までにエネルギーへの
普遍的アクセスを達成し、大気の質が大幅に改善、エネルギー
に関する国連の持続可能な開発目標の主要な項目を達成する
ことを前提とした、 2050年までにネットゼロを達成するシナリ
オ（財務インパクト評価：1.5℃以下シナリオ）

財務インパクト算出の前提条件

為替レート  各年代・シナリオにおいて為替による影響
を排除するために、一律1ドル＝120円

船体計画推移  当社としてどのシナリオにおいても代替燃
料船への転換を進めていく方針のため、各シナリオで同一な船
隊推移としています。

シナリオ 単位 2030年度 2040年度 2050年度

シナリオ
毎の炭素
税価格

1.4℃（NZE） USD/tCO2 140 205 250

1.7℃（APS） USD/tCO2 135 175 175

2.4℃（STEPS） USD/tCO2 42 67 67

燃料別の船舶
の種類 単位 2030年度 2040年度 2050年度

船隊計画
推移

FO 隻 187 71 4

LNG 隻 35 35 10

NH3 隻 14 133 234

　影響を受ける要因として以下4項目を抽出しました。どのシナ
リオにおいても、低・脱炭素化に向けた取り組みを行わなけれ
ば、当社へのマイナスインパクトが長期にかけて発生し続ける
ことをあらためて再認識いたしました。また、当社事業を持続
的に発展させ、人々の豊かな暮らしに貢献し続けるためには、 

どのシナリオにおいても当社の自助努力にもかかわらず、カバー
できない低・脱炭素施策におけるコスト増加を、収入への反映
を通して社会全体でご負担いただく必要があると定量的なイン
パクトとしても認識することとなりました。

　外部環境変化や経営上のさまざまなリスクを認識し、リスク
が顕在化した時にも企業の社会的責任を果たせるよう、リスク
マネジメント体制を構築しています。　　

　低炭素・脱炭素化のニーズに応え競争優位性を確立する
ために2026年までに総額3,800億円を投資し、燃料転換や、
Seawing等新技術の導入、液化CO2輸送等を通じて、自社の

低炭素・ 脱炭素化と社会の低炭素・脱炭素化支援に向けた削
減施策を推進します。

　2030年に向けては、これまで「“K” LINE 環境ビジョン
2050」で掲げてきた中期マイルストーンの目標達成に向けて、
アクションプランを着実に推進、2050年の目標としては、新た
にGHG排出ネットゼロに挑戦していきます。

1.5℃以下シナリオの場合

（億円）
1,000

500

0

-500

-1,000

-1,500

-2,000

-70-760 -50 -10

890
2030年度

（億円）
1,000

500

0

-500

-1,000

-1,500

-2,000

-290
-250

-790 -20

1,350
2050年度

炭素税コスト 従来船と比較した
代替燃料船の
建造コスト増加分

（含む省エネ関連機器コスト）

代替燃料使用 
による

コストの増加分

新技術に対応できる
船員の不足による
人件費等の増加分

収入への
反映想定分

新規事業への
参入

省エネ運航の
推進

合計

［TCFD開示リンク（資料P30 リスク管理）］
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/climate_change.html

［TCFD開示リンク（資料P33 指標と目標）］
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/climate_change.html



生物多様性への取り組み

LEAPアプローチのステップ

評価対象の 
設定

自然との接点の 
発見

優先度と 
依存・影響度の診断

重要な事業リスクと 
機会の評価

対応と 
開示の準備

出典元：The TNFD Nature-Related Risk and Opportunity Management and Disclosure Framework Beta 0.4

 

 主な航路　 
 寄港地　  補油地　  解撤地　

A
B

C
D

出典：UN Biodiversity Lab
国連生物多様性研究所（UNBL）による自然保全と持続可能な開発のための
評価と影響への取り組みをサポートする分析ツール

ビジネス・フットプリントを優先度付け 
（航路頻度、拠点数、事業の活動内容）した地域リスト

各地域における生物多様性リスクの度合い

主な分析対象地域

A  インド
B  東南アジア
C  日本
D  カリフォルニア

当社が展開する各種事業のうち、主要事業である海運に焦

点をあてて分析を実施、当社運航船の寄港頻度の多寡など

をベースに、生物多様性リスクの高い海域と照らし合わせ

ることで各種事業拠点および操業箇所の重要エリアを選

定。主な分析対象地域を左記の4地域としました。

　当社における、LEAPアプローチに沿った開示までのステップは上記のとおりです。
Scoping・Locateのステップでは、当社事業における自然への依存・影響を考慮し、生態系の
完全性、生物多様性の重要性および水ストレス（主に海洋汚染度）の観点から、分析の対象地
域を特定しました。この特定地域における自然資本への依存度・影響度合いを、Evaluateのス

テップにてENCOREツール＊1を用いて分析しました。Evaluateにて特定した各地域の依存・
影響重要項目を、当社事業内容と掛け合わせ、Assess・Prepareにてリスクと機会を特定し、
評価した上で、目標や戦略の見直しを実施しました。
＊1  自然資本分野の国際金融業界団体であるNCFA（Natural Capital Finance Alliance）が、UNEP-WCMC（世界自然
保全モニタリングセンター）と共同で開発した、自然への依存と影響を評価する分析ツール。

　当社グループの事業は、海洋を主とした自然資本に依存する事業であり、気候変動問題のみ
ならず、海洋を中心とした生物多様性保全への取り組みは、当社の事業活動において最も重要
なテーマの一つととらえています。
　当社は自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）のフレームワークに賛同しており、当
社事業における環境リスクや自然関連の経済への影響を評価、適切な対応の検討を目的として
TNFDが提唱するLEAPアプローチを導入しました。

LEAPアプローチのステップ
出典元：The TNFD Nature-Related Risk and Opportunity Management and Disclosure Framework Beta 0.4

評価対象の
設定

自然との接点の
発見

優先度と依存・
影響度の診断

重要な事業リスクと
機会の評価

対応と開示の
準備

　Locateで選定した各地域において、当社事業に関わる自然関連の依存度・影響度について
評価しました。

生態系サービスへの
自社の依存度・影響度の分析
ENCOREツールで分析対象事業（セクター）
における自然関連の依存と影響、およびその自
然資本に対する潜在的な依存と影響を調べ、生
態系サービスに関連するそれぞれの依存と影響
の範囲および度合い、その詳細について分析

依存・影響対象の危機度の分析と、
高優先度の依存・影響対象の特定
事業との依存度・影響度の高い生態系サービ
スと関連が深い要素のENCOREツールフィル
ターを使用して、各地域における自然への依存
と影響の詳細を分析

0. Scoping 1. Locate 2. Evaluate 3. Assess 4. Prepare

当社の事業活動（海運業）と自然との接点0. Scoping 1. Locate

優先度と依存度・影響度の診断2. Evaluate
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　対象地域に共通する当社事業の関連リスク・機会として、「油濁汚染」「大気への影響（GHG、
SOx、NOx）」「海洋生物の移動防止」「哺乳類への影響」を4つのマテリアリティとして特定し、
その対応および目標を策定しました。

　各地域における生物多様性に関する具体的な取り組みは、「“K” LINE環境ビジョン2050」で
定めた環境目標とアクションプランに基づき、すでに実施していますが、今回新たにLEAPアプ

ローチを導入することで自然資本の包括的な理解のもと、リスク・機会管理の強化を目指し、
自然との共生を促進、持続可能な未来の構築に向けてより一層積極的な取り組みを行っていき
ます。β版（バージョン4）のフレームワークを参考に、ソコテック・サーティフィケーション・ジャ
パン株式会社による検証のもと、当社の現時点での評価・分析と情報を本資料に反映していま
す。将来の変化に対応するため、今後も継続的な検討と情報開示を実施していきます。

目 標

　当社は船舶運航における海洋・大気への環境影響の限りないゼロ化を目指し、生
物多様性保全の観点から以下のとおり、各地域ですでにさまざまな取り組みを実施
しています。

TNFDフォーラムへの参画とAdopter登録について
　2023年11月当社は自然関連財務情報開示タスクフォース
（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：
以下、TNFD）フォーラム＊1に参画しました。
また、2024年3月にTNFDが2023年9月に公表した開示
提言を早期採用する「TNFD Early Adopter」＊2に登録
しました。
＊1  TNFDは、自然資本や生物多様性にかかるリスクや機会の適切な評価および開示の枠組を構築することを目指す
国際イニシアティブです。TNFDフォーラムは、TNFDにおける議論をサポートし枠組構築の支援を行うことを目
的として組織された、企業、金融機関、研究機関等からなるステークホルダーの集まりです。TNFDフォーラムの
詳細は以下同フォーラムホームページをご参照ください。https://tnfd.global/ 

＊2  「TNFD Early Adopter」は、TNFD提言に沿った情報開示を行う意思をTNFDウェブサイト上で登録した企業・  
    組織を指し、2024年度分または2025年度分のいずれかにおいて、TNFD提言に準拠した開示が求められます。  
      https://tnfd.global/engage/tnfd-adopters/
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［TNFD開示リンク］
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment/impact_mitigation.html

油濁事故ゼロ バラスト水処理装置搭載率
2024年6月までに100%

ゼロをプラスにマイナスをゼロに

海洋汚染の回避・最小化
■  油濁事故ゼロのための取り組み推進 
（安全運航対策強化、船体強靭化）

リサイクルに伴う資源の再生・
転換
■   シップリサイクルの解体ヤードに社員を
派遣し、汚染物質の流出防止等の独自
アセスメントを実施

■    海陸業務に関する廃棄物の最小化、リ
サイクルの推進

周辺環境への負荷軽減・最小化
■  SOx/NOx削減対応機器/燃料の導入
■  環境配慮型低摩擦塗料の使用
■  バラスト水の適正処理
■    クジラ保護のための米国カリフォルニ
ア州における減速航行プログラムへ
の参加

社会との協業・協働による
環境・生態系の回復・保全
■  東京海洋大学との海洋プラスチック
ごみ共同研究

■  千葉大学環境ISO学生委員会との
協働による里山保全および海岸清掃
活動

生物多様性におけるKPI

生物
多様性

生物多様性への取り組み

重要な事業リスクと機会の評価および対応と開示の準備3. Assess 4. Prepare

油濁汚染 
海上輸送における事故の発生で、油濁汚染が発生し海洋生態系に影響
を及ぼし、水産資源の漁獲量が減少することで水産関連事業者、近隣
諸国に補償を行う必要がある。および、解撤に伴う油濁汚染にも対応す
る必要がある。

大気への影響
（GHG、SOx、NOx）  

船舶の運航によりGHGおよびSOx、NOx排出量が増加し、事業者レベ
ルの排出量規制が強化されることで、対応コストが増加する。光化学ス
モッグや酸性雨の原因となるSOx、NOxの排出量増加により、サプライ
ヤーやステークホルダーおよび社会的評判が低下する。

海洋生物の移動防止 
バラスト水の放出、船底付着生物の移動によりその地域の海洋生態系
に影響を及ぼしてしまうことで、水産資源の生態系が崩れ、地域の漁業
に影響を与えることにつながり、漁業補償の必要性が生じる可能性があ
る。また絶滅危惧種の保全に対する脅威を生んでしまう可能性があり、
対象国やNGOから訴訟を受ける可能性がある。

哺乳類への影響 
船舶運航時に、クジラをはじめとした海洋哺乳類との衝突を引き起こし、
生物の身体に障がいを与える可能性がある。また、海中騒音によって海
洋生物同士のコミュニケーションに弊害をもたらし、ストレスの要因と
なるなど生態系に悪影響を及ぼす。生物に障がいやストレスを与え、最
悪の場合死に至らしめた場合、近隣国やNGOなどから訴訟等を受け、
世間に悪評が広まる可能性がある。

油濁事故発生ゼロ
油濁事故防止のための取り組み推進・安全
運航対策強化、船体強靭化、人材育成を含
むあらゆる安全対策の強化、グリーン・シッ
プリサイクル対応強化等

周辺環境への負荷軽減・最小化
大気汚染防止のための取り組み推進、減速
航行、低硫黄燃料の使用、SOxスクラバーの
導入、NOx削減装置の導入等

周辺環境への負荷軽減・最小化
バラスト水処理装置搭載率100%等

周辺環境への負荷軽減・最小化
船舶運航による海洋哺乳類への影響低減：
クジラ保護のための米国カリフォルニア州に
おける減速航行プログラムへの参加

影響：水質汚染・海洋生態系

影響：大気への排出依存：気候変動調節

影響：海洋生態系

影響：海洋生態系、障害
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当社は、安全・環境・品質の強化を通じて顧客や社会に新たな価値を提供することを重要視しています。長年培ってきた知見に加え、顧客志向の革新的な技術を利用した海上輸送サービスの構築や新規
事業の支援などを通じて、収益向上と環境保全に取り組みます。先進技術グループ、GHG削減戦略グループ、造船技術グループの3つの組織を中心に、競争力強化や企業価値向上に寄与する技術開発に
注力し、これらの取り組みをデジタライゼーション戦略グループと連携しながら推進し、イノベーションを促進しています。

　当社は、競争力の強化と企業価値の向上を目指して、先進技
術グループ、GHG削減戦略グループ、造船技術グループの3つ

の組織を中心に、技術研究・開発に積極的に取り組んでいます。
　先進技術グループでは、最新のビッグデータ利活用や自動運
航船の開発など、未開拓の領域におけるAI解析と製品化の研
究に注力しています。このような先進技術の開発により、当社
は市場競争力を向上させることができます。
　また、GHG削減戦略グループでは、アンモニアや水素などの
代替燃料技術やCO2回収技術を活用した海上輸送サービスの
研究開発に取り組んでいます。さらに、CO2輸送や水素輸送な
ど、社会のGHG削減を支援するサービスの開発も行っていま
す。これにより、環境にやさしい技術を導入し、持続可能な社

　“K” LINEグループならではの強みである安全・環境・品質
に磨きをかけ、お客さまや社会に対して新たな価値を提供する
ことは、当社にとって重要な課題の一つです。長年培ってきた知
見に加え、お取引先やパートナーとも協業しつつ、ハード・ソフ
ト両面の新たな技術の導入を通して、顧客重視を基盤とした革
新的な技術開発、新規事業に対する技術支援および当社全運
航船の性能管理を含めた適切なエネルギー管理を行うことで、
付加価値の向上による差別化と収益の向上および燃費改善と
CO2排出量削減による環境保全を推進します。また、新技術の
追求と、検討・実証から実装に向けた対応強化の両軸での取り
組みを通じて、当社のコアバリューを磨き上げ、競争力の強化
を図ります。

デジタライゼーション戦略グループ
デジタライゼーション全般の企画・立案

実計画・建造段階 実計画・建造段階

連携先進技術グループ
自動運航／Seawing／K-IMS対応など

GHG削減戦略グループ
次世代燃料船などの船からのGHG削減技術やCO2／水素輸送など

社会の脱炭素化を支える技術のコンセプト検討

造船技術グループ
新しい技術・製品の新造船への採否の検討、実装化と最適化

会の実現に貢献しています。
　造船技術グループでは、新技術や新製品の採用を検討し、新
造船への実装に関する業務を担当しています。船舶の性能や効
率性を向上させるために、最新の技術や設計手法を取り入れる
ことで、顧客に高品質な製品を提供しています。
　これらの組織は、デジタライゼーション戦略グループと連携
しながら、当社の企業価値向上に貢献する革新的なイノベー
ションを推進しています。デジタル技術の活用やデータ分析に
より、業務の効率化や顧客ニーズへの柔軟な対応が可能となり、
競争力強化につながっています。
　当社は、常に最新の技術や研究開発に取り組むことで、市場
環境の変化に柔軟に対応し、持続的な成長を実現していきます。

イノベーションの促進

推進体制考え方
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　自動カイトシステム“Seawing”は、船首に取り付けた大型のカイト（凧）を飛ばすこと
で得られる牽引力を船の推進力として活用する風力推進補助システムです。上空300m

では海面上と比較して強い風が安定的に吹いています。この風をとらえて船舶の推進力
に利用することで、運航に伴うGHG排出量を削減することがSeawingの狙いです。カイ
トの展開から飛行制御、そして使用後の格納まで全自動のシステムです。船橋からの簡
単なボタン操作だけで運用が行えるので、カイトのオペレーションに船員の作業負担が
ほとんどありません。また、船種を問わない汎用性の高さや、既存の船舶に後からレトロ
フィット搭載できる点も特徴です。

　当社は2024年1月18日、フランスにOCEANICWING S.A.S.を設立し、AIRSEAS社
（フランス）が開発を進めてきたSeawing事業を2月15日付で同社に承継いたしました。
　OCEANICWING S.A.S.には当社からコーポレート・技術エンジニアの両人員を駐
在派遣し、Seawingの技術確立および製品化に向けた取り組みを強化・加速しています。

　大型バルクキャリアでは、航路や船速にもよりますが、通常の重油を燃料とする従来
船との比較で大幅なGHG排出量の削減効果を見込んでいます。
　海運業全体として重油から代替燃料への転換が進んできていますが、代替燃料の使用
を拡大するにはそれらの供給網が整備されなければなりません。Seawingはそうした供
給体制の整備を待たず、当社が単独でプロアクティブにGHG排出量削減に向けた取り組
みを進められる利点があります。
　また今後、代替燃料の使用が広がった場合においても、その価格は重油と比較して高
額になると想定されますが、Seawingはそれら代替燃料に対しても、さらなる消費量の
削減・GHG排出量の削減につなげられます。
　当社は環境指針「“K” LINE環境ビジョン2050 ～青い海を明日へつなぐ～」において、
国際海事機関（IMO）が定める2030年目標「CO2排出効率2008年比40%改善」を上
回る「同50％改善」という目標を設定し、また2050年目標としてGHG排出ネットゼロを
掲げています。“Seawing”をはじめとする環境技術の開発・導入により、低炭素・脱炭
素社会の実現に貢献してまいります。

Seawing開発推進体制の変更

GHG排出量とコストの削減効果

イノベーションの促進

自動カイトシステム “Seawing”
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会社名 OCEANICWING S.A.S.

所在地 フランス、ナント

設立年月日 2024年1月18日

事業開始日 2024年2月15日

新会社の概要



デジタルトランスフォーメーション（DX）

当社は、2022年5月発表の中期経営計画において、“K” LINEグループならではの技術・専門性を磨き上げお客さま固有のニーズに合
致した付加価値へと転換・進化させる方針を掲げました。DX推進はこの方針を具体化する機能戦略の一つであり、「DX戦略」とし
て当社が重要と考える「5つの視点」、それぞれを「3つのステージ」で展開することで、着実なDX推進と競争力強化を図っています。

デジタライゼーション 
戦略グループ長
尾崎 敏秀陸上のDX

● 業務のデジタライゼーション推進とサービス品質の向上
● 顧客要望・社会課題への柔軟な対応
● 新たな価値の提供

海上のDX
● 船舶デジタライゼーション強化
● 自動運航技術の深度化
● 船員負担軽減と安全運航の堅持

データのDX
●  徹底的な高品質データの収集と利活用基盤の構築
●  社内外のシステム連携とデータドリブンな意思決定
●  顧客や他社とつながるエコシステムに参画

DXを支えるセキュリティ
●   組織、技術、人／文化を組み合わせた高度セキュリティ基盤
●  脅威対策を日々・確実に実行する体制・方針の整備
●  継続的なセキュリティ高度化

人材のDX
●  DX人材の育成と全社員レベルアップ
●  トップダウン・組織横断の推進体制、 現場起点の取組み強化
●  グループ横断でのIT/DXを推進

当社でDX対応を強化する意義

DXにより目指す姿 5つの視点 ～具体的な取り組み～

DX人材・データ基盤・ITインフラ

セキュリティ基盤

常に顧客に選ばれる“K” LINE

Digital
Transformation

IoT Big DataAI

安全・環境・品質

パートナーシップ深化エコシステム参画

コアバリュー

　この一年のIT/DX業界は生成AI一色でした。当社で
も全社員が安心・安全に生成AIを利活用できる場をつ
くるとともに、自社データを利用した生成AIの業務へ
の実装を目指しています。AIが人類の知性を超えるシン
ギュラリティが近づいていると感じますが、果たして人の
仕事はAIに奪われてしまうのでしょうか。海運の世界で
も無人運航、最適配船、最適貨物積み付けなどさまざま
な挑戦をしています。それぞれの仕事の一部がAIに置き
換わることは近い未来に訪れますが、海運の全てから人
が消えることはありません。むしろ、人がしっかりとAIを

使いこなし、AIやシステムに任せられることは任せ、人
は人にしかできない仕事をする時代が到来します。
　当社は少数精鋭主義を掲げてきましたが、時にそれが
リソースの制約となることもありました。しかし今後は、
AIやシステムを活用して生産性を上げ、いかにデータを
駆使して付加価値を生み出すかが重要となり、人員の制
約は軽減されると考えます。一人ひとりがIT/DXの能力
を高め、AIを使いこなせることが、少数精鋭の当社にとっ
て重要なスキルとなります。
　これにより、サプライチェーン全体のエコシステム化や
海運業界のオープンイノベーションの流れの中でリーダー
シップを発揮し、社会的価値と経済的価値を持続的に創
出することが可能となります。DXにより、これまで以上に
人の重要性が増すという面白い時代が到来するのです。
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人材のDX

　海運会社である当社におけるDX人材に必要なスキルと知識の習得を目指したDX人材育成プ
ログラムを実施しています。具体的には、データやデジタル技術を活用し企画の立案から推進を
行う「活用層」100名を育成することを目標に掲げ、現在すでに91名がこの研修に取り組んでい
ます。「活用層」向けプログラム修了者に対しては、次のステージとしてビジネス変革をリードす
る「牽引層」への挑戦を奨励しています。また、全社員を対象としてデジタルツールを活用した
課題解決ができる「利用層」の育成も継続して進め、全体の底上げを図っています。経営層を中
心とした組織横断のDX推進体制、ボトムアップによる現場起点の取り組みの両方を強化すると
ともに、グループ横断でIT/DXを推進することによって、ステークホルダーとの共創体制の実現
を目指します。

DXを支えるセキュリティ

　当社では、2021年に策定したセキュリティ対策に関するロードマップを更新し、セキュリティ
ロードマップ2.0を策定しました。セキュリティ対策は、当社だけではなくグループ全体で推進す
ることが肝要なため、グループ全体で責任と役割を明確にし、サイバーインシデントに的確に対
応できる体制を築いています。これまでにPC、サーバーなどのエンドポイントや通信ネットワー
クのセキュリティ強化、多要素認証、監視体制の導入、サーバーのセキュリティリスク軽減措置
について最新技術を取り入れた対策を導入しました。今後は、セキュリティインシデント対応訓
練などもグローバルに進める予定です。また、技術的対策に加え、セキュリティ教育・啓発活動
を通じ、セキュリティファーストの文化を醸成し、安全・安心・安定、強靭なIT基盤の下でDX

を推進していきます。

業務のデジタライゼーション 

データの利活用に向けた徹底
したデジタル化と、貨物情報
やCO2排出状況をはじめとす
る情報の見える化を強化する
とともに、DXに向けたレジリ
エンスなIT環境の整備を進め
ています。

サービス品質の向上・ 
均質化
個船単位の最適航路支援に
加えて、フリート全体の最適
配船による低炭素・脱炭素化
を推進するとともに、デジタ
ル技術を駆使したサービス品
質の高度化・均質化による顧
客体験の向上を目指します。

新たな価値の創造 

顧客要望や社会ニーズへの
柔軟な対応力を身に付けると
ともに、データとデジタル技
術を駆使して今までにはな
かった新たな価値を創造・提
供することで、顧客パート
ナーシップのさらなる深化を
目指します。

船舶のデジタライゼーション 

船内の業務効率の改善、船員
の負担軽減のみならず、新た
な付加価値やより高い輸送
品質を生み出す素地として、
船上業務のデジタル化と船舶
データの収集・活用を進めて
います。

海上DX技術の確立 

自動制御技術の確立を目標
に、センシング技術やデジタ
ルツイン、舶用AI等の先端技
術を用いて、さらなる安全運
航の向上を推進するととも
に、高度なデータ解析を船上
でも実現できる環境整備も
併せて行います。

実装システムの高度化 

長年にわたり培ってきた安全
運航に関する知見と、故障予
知・診断技術をはじめとする
先進・デジタル技術の融合に
よって、乗組員の負担軽減と
安全運航の堅持および将来
の自動運航船の実現を目指し
ます。

業務標準化と 
データ利活用の基盤構築
データ利活用を前提とした業
務のデジタライゼーションを
完遂するとともに、生成AI等
の最新テクノロジーも活用し
たデータ統合基盤の整備と
活用を推進しています。

社内外とのシステム連携と 
データドリブンな意思決定
自社データだけでなく、オー
プンデータや他社データを取
得・分析・活用する仕組みを
構築することによって、経営
から現場までデータに基づく
迅速な意思決定ができる体
制を目指します。

組織横断 
エコシステムに参画
企業間のデータ連携・活用を
通じた顧客や内外のさまざま
なパートナーとつながる組織
横断エコシステムへの参画 
によって、パートナーシップを
一層深化させ、社会・海運業
界への新たな価値創出を目指
します。

データのＤＸ

海上のＤＸ

陸上のDX

STAGE 1 STAGE 2 STAGE 3

各領域のDX推進イメージ

　DX戦略で掲げている目標に合わせ、それらを支えるケイパビリティの強化も進めています。
当社グループと社会・環境、双方のサステナビリティを両立させるために取り組むべき重要課題
と位置付けられるマテリアリティの変化とDX推進状況をモニタリングすることで、今後も柔軟
かつ迅速にDX戦略を更新していきます。

DX戦略

CO2排出状況の見える化
陸上のDX

顧客との情報連携

運航・荷役の最適化

データドリブンな意思決定

最適航路支援
海上のDX

船上データ監視・解析

船員の意思決定サポート

遠隔・自動制御技術

DX組織構築

DX人材育成

組織・人材

DX戦路を支えるケイパビリティ

統合管理

ビッグデータ

データ

強靭なIT基盤

通信インフラ

技術・基盤

DXを支える
セキュリティ体制

セキュリティ

モニタリング マテリアリティ

経営基盤

安全・品質

環境・技術

人材

デジタライゼーション
推進

データ駆動による
投資意思決定

短期スパンでの
状況把握

新たなニーズ・
リスクへの対応

デジタルトランスフォーメーション（DX）デ
ジ
タ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
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人材

人材の確保・育成

　「グローバルに信頼される“K” LINE」として、中期経営計画で定めた社会的価値と経済的価
値の向上のため各事業ポートフォリオの需要に応じた人材の量的・質的な確保育成に取り組ん
でいます。人材の確保では、新卒採用に加え通年でのキャリア採用を実施しており、確保した人
材は「成長を牽引する役割」の3事業を中心とした配属に加え、事業基盤を支えるコーポレート
部門にもバランス良く配置しています。人材の育成では、モラル・コンプライアンス重視の風土
を大切にしながら、「事業の持続的成長・変革をリードしていく人材」として海運プロフェッショ
ナル経営人材を育成する、「事業環境変化に柔軟に対応できる人材」としてビジネストランス
フォーメーション人材と環境・技術系人材を育成する、という二つの視点から取り組んでいます。

＊ 2022年4月に策定した「女性活躍推進及び次世代育成支援のための行動計画」にて目標として定めたが、前倒しで達成済み。現在は
2025年度以降の目標設定を検討中。

多様性 労働安全 健康経営

女性管理職比率
15%

（2026年度末）

月間法定時間外労働

40時間以内＊
ストレスチェック受検率

90％超一人当たりの年間研修費

19万9千円
男性育児休業取得率

20％超＊

人材マネジメントにおけるKPI

人材マネジメントの全体像

　当社では、事業の成長や変革をリードする力に加えて、事業環境の変化に柔軟に対応できる
人材の確保・育成に取り組んでいます。各事業のポートフォリオ需要に応じた人材の量的・質
的な確保・育成を推し進めるとともに、多様な人材が活躍し、持てる能力を最大限に発揮でき
る労働環境の整備に努めています。

企業価値向上

各事業ポートフォリオの需要に応じた人材の
量的・質的な確保・育成

・ 海運プロフェッショナル経営人材
・ ビジネストランスフォーメーション人材
・環境・技術系人材
・ モラル・コンプライアンス重視の風土醸成

人材の確保・育成

・ 多様な人材の活躍
・持てる能力を最大限に発揮できる環境整備

ダイバーシティ＆インクルージョン／
労働環境の整備・健康経営の促進

21,595時間

2021年度

99百万円

2021年度

35,146時間

2022年度

114百万円

2022年度

45,965時間

2023年度

192百万円

2023年度

事業成長・変革をリードする力に加えて、事業環境変化に柔軟に対応できる人材の確保・育成

事業成長・変革をリード 事業環境変化に柔軟に対応

・ 海運知見深化に向けた各種研修強化
　- 海運実務研修 - 乗船研修

・ 経営マネジメント力向上に向けた研修
　- 会計・財務研修：財務諸表分析／事業投資判断
　- K Line Valueゼミ：経営戦略
　- マネジメントスキル研修：PDCAサイクル実施

グローバルに通用する
海運プロフェッショナル経営人材の育成

モラル・コンプライアンス重視の風土醸成（コンプライアンス研修や人事評価への反映）

・  DX人材要件を定義、期待レベル別に研修、 
認定制度を設けDX活用層を2025年度末までに100名 
育成

・  経営層を中心とした推進委員会と組織横断的な 
推進部門の設置、およびグループ共創体制

・理系人材の積極採用

ビジネストランスフォーメーション人材、
環境・技術系人材の確保・育成

人
材
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全体像

KPI

年間総研修時間（陸上、海上含む） 総研修費用



考え方・方針

　積極的なキャリア採用の実施に加え、新卒採用では、国籍、学歴、性別、職種（事務系・技術系）
を問わず一括採用し、多様な価値観を持つ人材の確保に努めています。他にも、男性の育児参
加の促進、女性の育児休業前／中／後でのサポート体制強化、キャリア採用の通年化、海陸従
業員の協業促進・強化、“K” LINE UNIVERSITYを通じた海外ナショナルスタッフとの一体感
の醸成・融合など、ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）の促進に向けて取り組んでいます。

施策：ダイバーシティ

　2026年度には、管理職における女性社員比率を15%とする目標を掲げています。ライフイ
ベントを機に働き方の変化を余儀なくされる女性社員の自律的なキャリア継続を支援すべく、育
児休業期間中の会社とのつながりの維持、育児休暇から復職後の面談実施、仕事と育児の両立
支援に対する社内理解促進のための管理職研修などを推進しています。また、キャリア採用の
通年化による多様な人材の確保にも取り組んでいます。入社後のキャリアパスの一例などを具
体的に伝えるべく、入社希望者には個別事情や要望に応じて説明をし、キャリア入社人材の業
務理解の促進と定着率の向上につなげています。管理職におけるキャリア採用者比率は、在籍
社員におけるキャリア採用者比率を超える16.5%を達成しています。

考え方・方針

　常に時代に対応した海事人材政策を実施しており、その要である外航船員のD&Iには長い歴
史と実績があります。性別や国籍、民族はもとより、文化や言語の違いを理解・尊重した採用
を行っているほか、世界各地に船員教育拠点を設立し、優れた技術と能力を持つ船員を目指し
たキャリア形成を支援しています。今後も、船員の満足度とパフォーマンスの向上、そして、より
良い信頼関係の構築を図っていきます。

施策：ダイバーシティ

　船舶には異なる国籍の船員が一緒に乗船することが多く、陸上でも同様に多国籍の海技者が
船舶業務に就いている中で、従業員の多様性の向上と船舶の安全な運航の実現を両立させる環
境づくりを推進しています。具体的には、さまざまな国籍の船員が集うセミナーを各国で開催す
ることで相互理解を深め、船上と陸上をつなぐ遠隔医療アドバイスシステムでは多言語サービス
を採用することで各国船員の多種性を支援強化し、チームワーク醸成のためのリーダーシップ強
化プログラムを船員に提供することで受容性を高めるなどの施策に取り組んでいます。これから
もそれぞれの個性を生かしながら多様な価値観に柔軟に寄り添い、互いに尊重し協調性に富ん
だ強固な組織となるための施策を促進していきます。
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陸上の取り組み

ダイバーシティ＆インクルージョンの促進

人材

海上の取り組み
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女性管理職比率 キャリア採用者比率 国籍別乗組員比率



　国際海事機関（IMO）が定めた「国際海事女性デー」に合わせ、2024年5月20日に船員教育機関
の女子学生を対象に、当社女性海技者に焦点を当てたオンラインセミナーを開催しました。
　当社の女性海技者は、海上や陸上（海外駐在も含む）での勤務やフレックス時短勤務など、それぞ
れのライフスタイルに合わせながらさまざまなフィールドで活躍しキャリアを築いています。業務内容
は性別に関係なく、航海士・機関士として培ってきた経験を生かし能力を十分に発揮できる配属を
行っています。
　船上の生活環境については、女性海技者の要望を反映した環境づくりに努めており、例えば、独立
した洗濯室の確保や女性海技者用の衛生用品の積み込みなど、船内での快適な生活環境を整える取
り組みを行っています。衛生用品については、ルール要件ではありませんが全女性海技者のアイデア
をもとに必要な用品を揃えております。
　海上での職場環境についても、より良い職場環境のため全社を挙げて改善に取り組んでおり、職場
の安全と多様性の面でいえば、各従業員のコンプライアンス意識の向上およびハラスメントの起きな
い職場環境づくりのため、各種研修等を通して取り組んでいます。特に、ハラスメント対策については、
相談窓口に男性社員と女性社員の両方を配置し、相談しやすい環境を整えております。
　海上での働き方改革の取り組みとしては、海技者のライフイベントに柔軟に対応できるよう制度整
備を行いました。具体的には、出産や育児、介護などで海上勤務が困難になった場合には、一時的に
陸上勤務を申請できる制度の新設や、育児休業の取得についても本人の意思を尊重し希望に沿って
取得できる環境となっております。
　これらの取り組みにより、全ての海技者が安心して働ける環境を整え、各家庭を含む個人のライフ
イベントに柔軟に対応でき、ワークライフバランスの取りやすい環境を目指しております。

　2007年に二等航海士として入社しました。乗船勤務と陸上勤務、
育児休業を経て2024年5月よりLNG船LAGENDA SURIAで船長を
しています。船長業務は、船の最高責任者として緊急時を含めた日々
の最終判断、出入港時や輻輳海域の操船、傭船者を含めた外部との
やり取り、船内経理、食糧の管理など多岐にわたります。
　入社時は中途採用かつ女性船員という2大マイノリティだったので、
当初受け入れた現場には抵抗があったかもしれません。私自身は目
の前のことに一生懸命だったこともあり、今まで船上で不便はありま
せんでした。ただ、初めて“船長”として乗船することが決まった時に、
心の奥底から喜びを感じたのは、これまで良くも悪くも“女性”であるが
故に注目されている部分があり、意識せずともいろいろなプレッシャー
を感じていたのかもしれません。現在、当社には10人の女性船員が海
上や陸上で活躍しています。彼女たちには気負わざるを得なかった自
分よりも、性別にとらわれず自然体でそれぞれのキャリアを積み、これ
から続く後輩のロールモデルとなってほしいと思っています。

　2023年に入社し、これまでにLNG船に三等機関士として乗船しま
した。主な業務内容は、担当機器の保守整備、トラブルの対応、備品
管理、出入港作業等です。
　船乗りのやりがいは、トラブルを見つけ解決した時の達成感です。
陸上では各分野の専門家がいますが、船上では20人ほどの乗組員の
みです。陸上からのサポートを受けながら海上で対応する必要がある
ため、広い分野の知識が求められます。
　役職が上がるにつれて担当する機器の重要度も上がっていき、ま
た、技術の進歩により海上における必要な知識・技術も変わっていき
ます。そのため、変遷する時代に合わせた柔軟な海技力を身に付けて
いきたいと思っています。海運業は男性社会という印象がありました
が、実際は女性の先輩との交流も多く、質問しやすいなど安心できる
職場でした。一朝一夕にはいきませんが、新たな知識を得た時の喜び
は大きく、船乗りをやって良かったと思う瞬間です。

女性海技者の雇用促進や職場環境の整備に関する当社の取り組み
女性船長

女性海技者の声

女性船員

人材

船長
野口 枝里

三等機関士
百田 碧凪

人
材
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 健康経営の促進

施策  ⅲ）身体的／精神的健康
　過重労働防止対策を強化し、経営層と一体となって労働時間適正化に向けて取り組んでいま
す。管理職向けに過重労働と健康の関係についての研修を実施しているほか、部下の時間外労
働が一定基準を超過すると自動的に所属上長に連絡が届くシステムを導入し、従業員の労働時
間のタイムリーな把握に努め、執行役員会に毎月報告することで経営層への状況の共有を行っ
ています。また、年に一度のストレスチェック、役職員向けメンタルヘルスセミナーの開催に加え、
社外相談窓口としてEAP制度（Employee Assistance Program）を導入するなど、多方面か
ら従業員の心身のケアをサポートしています。
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労働環境の整備・健康経営の促進

人材

考え方・方針

　当社グループは、海運業を主軸とする物流企業として、人々の豊かな暮らしに貢献することを
企業理念に掲げ、事業活動を行っています。理念実現は、「安全で最適なサービスの提供」を前
提に、事業に関わる個人が常に心身の健康を維持し、能力を最大限に発揮することが求められ
ます。また、グループ全体で遵守する行動規範である「グループ企業行動憲章」に掲げる「人権
の尊重」では、「国の内外を問わず人権を尊重するとともに、グループ従業員の人格、個性およ
び多様性を尊重し、安全で働きやすい職場環境の整備向上を図り、ゆとりと豊かさを実現する」
と謳っています。これらの実現に欠かせないモラル・コンプライアンスの遵守を研修や人事評価
に組み込み、モラル・コンプライアンス重視の風土醸成に努めています。

 労働環境の整備

施策  i）育児休業
　当社では従前より法令を上回る育児休業制度を設けています。また、男性の育児参加への機会
促進のため、当社独自の最大10日間の育児休暇制度を導入しています。なお、2025年4月には育
児介護休業法の改正が予定されていることから、各種制度の見直し・社内周知の準備を行ってい 

ます。

施策  ⅱ）コンプライアンス（ハラスメント防止セミナー）
　セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントの相談窓口を設け、相談方法について社内
ポータルサイトやポスターなどで周知しているほか、プライバシーに最大限配慮しながら迅速に
問題解決に当たる体制をとっています。また、当社役職員向けのハラスメント防止セミナーを毎
年開催しています。

 月間法定時間外労働  ストレスチェック受検率

＊2022年度より開示義務付け

人
材
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男性 女性

2021年度 ー＊ 100%

2022年度 88.5% 100%

2023年度 77.8% 100%

2021年度 ー（全従業員を対象とせず、
管理職限定で実施）

2022年度 87.3%

2023年度 99.1％

 育児休業取得率（男性は育児目的休暇含む）  ハラスメント防止セミナー受講率



1961年3月生
1984年 4月 当社入社
2010年 1月 当社コンテナ船事業グループ長
2011年 4月 当社執行役員
2016年 4月 当社常務執行役員
2016年 6月 当社取締役、常務執行役員
2018年 4月 当社代表取締役、専務執行役員
2019年 4月  当社代表取締役社長、 

社長執行役員（現職）

取締役（2024年6月21日現在）

コーポレートガバナンス　持続的成長と企業価値向上に向けて

1965年3月生
1988年11月 ノヴァ・スコシア銀行東京支店
1989年 7月  卜ロント·ドミニオン銀行東京支店
1998年 3月    クレディ·アグリコル·インドスエズ銀行

（現クレディ·アグリコル·CIB）東京支店 
金融商品営業部部長

2007年 5月    株式会社新生銀行（現株式会社SBI 
新生銀行）キャピタルマーケッツ部部長

2013年 4月    同行執行役員、市場営業本部市場 
調査室長

2015年 7月  同行執行役員、金融市場調査部長
2016年 6月    日本銀行政策委員会審議委員 

（2021年6月退任）
2021年 6月   SBI金融経済研究所株式会社取締役

（現職）
2021年 7月    株式会社三菱ケミカルホールディング

ス（現三菱ケミカルグループ株式会社）
社外取締役（2023年6月退任）

2021年 7月  飛島建設株式会社社外取締役（現職）

2021年 7月    Sim Kee Boon Institute for 
Financial Economics, Advisory 
Board member（現職）

2021年 8月    SBI金融経済研究所株式会社代表 
理事（現理事長）（現職）

2021年 8月    ブラックロック·ジャパン株式会社 
社外取締役（2023年8月退任）

2022年 4月  実践女子大学客員教授（現職）
2024年 6月  当社取締役（現職）

明珍 幸一
代表取締役社長
取締役在任年数：8年
所有株式数：141,000株

1954年4月生
1977年 4月  自治省（現総務省）入省
1982年 7月  国税庁天草税務署長
1983年 7月  和歌山県総務部地方課長
1985年 9月    国際観光振興会総務部職員 サン 

フランシスコ観光宣伝事務所次長
1989年 4月  高知県総務部財政課長
1992年 1月  自治省行政局行政課理事官
1992年 7月  内閣法制局参事官
1997年 7月   国土庁（現国土交通省）土地局土地

情報課長
1999年 8月  京都府総務部長
2001年 6月  京都府副知事
2002年 4月  京都府知事（2018年4月退任）

山田 啓二
取締役（筆頭独立社外）
取締役在任年数：5年
所有株式数：1,500株

1960年7月生
1983年 4月 当社入社
2006年 6月 当社電力炭・製紙原料グループ長
2011年 4月  当社執行役員、電力炭・ 

製紙原料グループ長委嘱
2012年 4月 当社執行役員
2013年 4月 当社常務執行役員
2019年 4月 当社専務執行役員
2019年 6月 当社取締役、専務執行役員
2020年 6月 当社代表取締役、専務執行役員
2024年 4月  当社代表取締役、 

副社長執行役員（現職）

針谷 雄彥
代表取締役
取締役在任年数：5年
所有株式数：144,600株

1958年5月生
1987年 4月   佐藤・津田法律事務所入所 

（1988年3月退所）
1990年 8月   ゴールドマン・サックス証券会社 

 (現ゴールドマン・サックス証券株式会社)
入社

1998年11月 同社マネージング・ディレクター
2006年11月 同社パートナー（2008年11月退社）
2009年11月  西村あさひ法律事務所カウンセル 

（2010年12月退所）
2011年 1月  小高功嗣法律事務所代表弁護士（現職）
2012年 9月    Apollo Global Management,  

LLC シニア・アドバイザー（現職）
2013年 6月    マネックスグループ株式会社社外取締役

（2018年6月退任）
2016年 2月    LINE株式会社社外取締役 

（2021年2月退任）
2018年 3月    ケネディクス株式会社社外取締役 

（2021年3月退任）
2021年 3月  同社経営委員会委員（現職）
2022年 5月   グリーンヒル・ジャパン株式会社顧問 

（2023年12月退任）
2023年 6月  当社取締役（現職）

小高 功嗣
取締役（独立社外）
取締役在任年数：1年
所有株式数：31,500株

1963年12月生
1986年 4月 当社入社
2011年 4月  当社コンテナ船航路管理グループ長
2017年 8月  OCEAN NETWORK EXPRESS 

PTE. LTD. Director
2020年 4月 当社執行役員
2021年 4月 当社常務執行役員
2024年 4月 当社専務執行役員
2024年 6月 当社取締役、専務執行役員（現職）

山鹿 徳昌
取締役
取締役在任年数：ー
所有株式数：6,573株

1980年11月生
2004年 8月   Melco Asset Management Limited  

代表取締役（2006年10月退任）
2006年11月  Melco Asset Management Pte.Ltd.  

代表取締役（2007年9月退任）
2007年10月  MAM PTE. LTD.代表取締役 

（2014年5月退任）
2011年 6月  株式会社メルコホールディングス取締役
2014年 6月  同社代表取締役社長（現職）
2018年 5月   株式会社バッファロー代表取締役社長

（現職）
2020年 5月    株式会社バッファロー・IT・ソリュー

ションズ代表取締役社長 
（2023年5月退任）

2020年10月  メルコフィナンシャルホールディングス
株式会社代表取締役社長 
（2023年4月退任）

2021年 5月    株式会社バイオス代表取締役社長
（2022年5月退任）

2022年 5月  シマダヤ株式会社取締役（現職）
2022年 6月    株式会社セゾン情報システムズ 

（現株式会社セゾンテクノロジー） 
社外取締役（2023年6月退任）

2023年 6月  当社取締役（現職）

牧 寛之
取締役（独立社外）
取締役在任年数：1年
所有株式数：0株

1977年10月生
2002年 4月  三菱商事株式会社入社
2009年12月  株式会社産業革新機構入社 投資事

業グループ ヴァイス・プレジデント
2012年12月  Effissimo Capital Management 

Pte Ltd 入社 ディレクター（現職）
2019年 6月  当社取締役（現職）

内田 龍平
取締役（社外）
取締役在任年数：5年
所有株式数：0株

政井 貴子
取締役（独立社外）
取締役在任年数：ー
所有株式数：0株

2011年 4月  全国知事会会長（2018年4月退任）
2018年 4月    京都産業大学学長補佐、同大学法学部

法政策学科教授
2019年 6月  当社取締役（現職）
2020年 3月  株式会社堀場製作所社外監査役（現職）
2020年 4月    京都産業大学学長特別補佐、同大学法

学部法政策学科教授
2020年11月 株式会社トーセ社外取締役（現職）
2021年 4月     学校法人京都産業大学理事、京都産業大

学学長特別補佐、同大学法学部法政策学
科教授

2021年 6月     日東薬品工業ホールディングス株式会社 
社外取締役（現職）

2024年 6月     学校法人京都産業大学理事長、京都産業
大学法学部法政策学科教授（現職）

※所有株式数は5月末時点の株式数で記載しています。
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取締役のスキルマトリックス

当社の取締役会は、グローバル社会の重要なインフラとして人々の豊かな暮らしを支えることをミッションとする当社の経営を適切に監督し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上につなげる役割・
責務を担います。当社では、重要課題として整理したマテリアリティに基づいて取締役会に求められるスキル（知識・経験・能力等）を特定し、スキルの組み合わせ、多様性を考慮した取締役会の構成と
することで、取締役会の機能の発揮を図っています。

氏名 現職

専門性

企業経営 
経営戦略

法務・ 
リスクマネジメント

財務・会計 人事・労務 安全・品質 環境・技術 グローバル
営業・ 

マーケティング

明珍 幸一 代表取締役社長、社長執行役員
（CEO） ● ● ● ● ● ● ●

針谷 雄彥 代表取締役、副社長執行役員
（社長補佐） ● ● ● ● ●

山鹿 徳昌

取締役、専務執行役員（CFOユニット（経営企画
·調査·財務·会計·税務·サステナビリティ·環境経
営推進·IR·広報）統括、サステナビリティ·環境経
営推進·IR·広報担当、CFO（チーフフィナンシャ
ルオフィサー））

● ● ● ● ● ●

山田 啓二 独立社外取締役、筆頭社外取締役、
指名諮問委員会委員長 ● ● ● ● ●

内田 龍平 社外取締役 ● ● ●

小高 功嗣 独立社外取締役、報酬諮問委員会委員長 ● ● ●

牧 寛之 独立社外取締役 ● ● ● ● ● ●

政井 貴子 独立社外取締役 ● ● ● ●
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監査役／執行役員

監査役（2024年6月21日現在）

執行役員（2024年8月1日現在）

新井 真
常勤監査役
監査役在任年数：1年
所有株式数： 151,700株

1959年5月生
1983年 4月 当社入社
2010年10月 当社IR・広報グループ長
2013年 7月 当社IR・広報グループ長兼法務グループ長
2013年 9月 当社法務グループ長
2014年 4月 当社執行役員
2018年 4月 当社常務執行役員
2020年 6月 当社取締役、常務執行役員
2022年 6月 当社常務執行役員
2023年 4月 当社特任顧問
2023年 6月 当社監査役（現職）

原澤 敦美
監査役（社外）
監査役在任年数：5年
所有株式数： 1,200株

1967年8月生
1992年 4月 日本航空株式会社入社（2004年3月退社）
2009年12月  東京弁護士会登録、ゾンデルホフ&アインゼル

法律特許事務所入所（2014年6月退所）
2014年 6月  デジタルアーツ株式会社入社  

（2015年3月退社）
2015年 4月 山崎法律特許事務所入所（2016年10月退所）
2016年11月  五十嵐・渡辺・江坂法律事務所パートナー 

（現職）
2018年 4月  ローソンバンク設立準備株式会社  

（現株式会社ローソン銀行）社外監査役 
（現職）

2019年 6月 当社監査役（現職）
2020年 6月 リコーリース株式会社社外取締役（現職）
2020年 9月 株式会社ギックス社外監査役（現職）

久保 伸介
監査役（社外）
監査役在任年数：4年
所有株式数：5,500株

1956年3月生
1979年 4月  監査法人サンワ  

（現有限責任監査法人トーマツ）入所
1982年 3月 公認会計士登録
1998年 6月  監査法人トーマツ（現有限責任監査法人 

トーマツ）代表社員
2017年 9月 有限責任監査法人トーマツ退所
2017年10月 久保伸介公認会計士事務所所長（現職）
2018年 1月  事業活性化アドバイザリー株式会社代表 

取締役（2020年12月退任）
2018年 5月 共栄会計事務所代表パートナー（現職）
2018年 6月 日本航空株式会社社外監査役（現職）
2020年 6月 当社監査役（現職）

社長執行役員 
明珍 幸一 
CEO（チーフエグゼクティブオフィサー） 

副社長執行役員 
針谷 雄彥
社長補佐 
専務執行役員 
綾 清隆 
船舶ユニット統括、CSO（チーフセーフティーオフィサー） 

専務執行役員 
小榑 慎吾 
総務・人事・法務・企業法務リスク・コンプライアンス統括
ユニット統括 

専務執行役員 
五十嵐 武宣 
製品輸送事業ユニット（自動車船）統括、デジタライゼーション
戦略ユニット統括 

専務執行役員 
山鹿 徳昌 
CFO ユニット（経営企画・調査・財務・会計・税務・サステ
ナビリティ・環境経営推進・IR・広報）統括、サステナビリティ・
環境経営推進・IR・広報担当、CFO（チーフフィナンシャルオフィ
サー） 

常務執行役員 
久保 敬二 
製品輸送事業ユニット（物流・港湾・近海内航・関連事業）
統括、コンテナ船事業ユニット統括 

常務執行役員 
岩下 方誠 
エネルギー資源輸送事業ユニット統括、先進技術・造船技術・
GHG削減戦略ユニット統括、電力・海洋事業担当

常務執行役員 
田口 雅俊 
ドライバルク事業ユニット統括、鉄鋼原料営業・鉄鋼原料事業・
ドライバルク企画調整担当 

常務執行役員 
金森 聡 
LNG・カーボンソリューション事業担当 

常務執行役員 
藤丸 明寛 
シンガポール駐在（K LINE MARINE & ENERGY PTE.
LTD.社長） 

常務執行役員 
芥川 裕 
財務・経営企画・調査担当 

執行役員 
中山 久 
油槽船・燃料担当 

執行役員 
佐藤 文芳 
総務・法務・企業法務リスク・コンプライアンス統括担当、内
部監査担当補佐、CCO（チーフコンプライアンスオフィサー） 

執行役員 
内田 洋 
デジタライゼーション戦略担当、CIO（チーフインフォメー
ションオフィサー） 

執行役員 
池田 真吾 
先進技術・造船技術・GHG削減戦略担当、造船技術グループ
長・GHG削減戦略グループ長委嘱 

執行役員 
玉置 伸哉 
人事担当、人事グループ長委嘱 

執行役員 
杉本 治彦 
自動車船営業・自動車船事業・自動車船安全輸送担当 

執行役員
松井 健一郎
バルクキャリア担当

執行役員
伊東 俊一
会計・税務担当、税務グループ長委嘱

※所有株式数は5月末時点の株式数で記載しています。

荒井 邦彥
常勤監査役
監査役在任年数：5年
所有株式数： 37,900株

1959年11月生
1982年 4月 当社入社
2001年 8月  “K” LINE PTE LTD Trade Management 

Division General Manager
2012年 7月  当社北京駐在員（2012年12月駐在員事務所

閉鎖） 
KLINE（CHINA）LTD.社長（2019年6月退任）

2014年 1月  “K” LINE（HONG KONG）LIMITED社長 
（2019年1月退任）

2015年 4月 当社常務執行役員
2019年 4月 当社特任顧問
2019年 6月 当社監査役（現職）
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コーポレートガバナンス

　当社は、企業の社会的責任を果たし、株主などステークホル
ダーの負託に応え、持続的に成長していくために、コーポレー
トガバナンス体制とリスクマネジメント体制の整備強化に取り
組んでいます。これからも、グループ全体に企業倫理を徹底し
つつ、有機的かつ効果的なガバナンスの仕組みを構築し、収益・
財務体質の強化と相まって企業価値を高めるよう継続して努力
していきます。
　また、取締役会による経営方針の決定および監督と、経営陣
による業務執行の迅速な意思決定等、経営力の強化により、さ
らなるガバナンスの改善と経営の改革を通じた企業価値の向上
を目指し、指名委員会等設置会社への移行を前提として準備を
進めています。

コーポレートガバナンス強化の取り組み

　当社は、取締役会および監査役会がコーポレートガバナンス体制の構築・運営および監視を担うとともに、委員会やその他の機関
を通じて体制の充実に取り組んでいます。

コーポレートガバナンス体制図

2004

・内部監査室の設置
 2006

・ 取締役員数を25名以内から
15名以内に削減

・執行役員制度の導入
・ 当社グループ企業行動憲章
の制定

2009

・ 取締役の任期を2年から1年
に短縮

・ 社外取締役を初めて登用（2名）
 2015

・ 買収防衛策の非更新
・ 取締役会・経営会議・執行
役員会の機能整備

・ 指名諮問委員会・報酬諮問
委員会の設置

・ コーポレートガバナンス・ガ
イドラインの制定
・取締役会実効性評価の導入

2016

・ ユニット統括制の導入
・ 社外取締役を2名から3名に
増員（全取締役の3分の1）

・女性役員（監査役）の登用
・筆頭社外取締役の選任
・ 当社グループ グローバルコン
プライアンスポリシーの制定
・ 業績連動型株式報酬制度の
導入 2019

・ 社外取締役を3名から4名に
増員（全取締役の4割）

 2022

・ 独立社外取締役比率を全取
締役の3分の1に引き上げ

・役員報酬制度の改定

 2024

・ 独立社外取締役比率を 
全取締役の2分の1に引き上げ

2020

・ 女性取締役の登用

2023

・役員報酬制度の改定
・取締役会構成比率の見直し
・ 取締役のスキルマトリックス
の見直し

選任・解任

コーポレートガバナンスのポイント

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

ユニット統括執行役員

社長執行役員
経営会議（専務以上の執行役員 他）

執行役員会（執行役員・監査役）

ユニット統括制

管掌・担当執行役員

選任・解任

諮問

答申
監督

指揮

会計監査

監
査

報
告

株主総会

取締役（取締役会）

会
計
監
査
人

監
査
役

（
監
査
役
会
）

ドライバルク事業ユニット
エネルギー資源輸送事業ユニット
製品輸送事業ユニット（自動車船）

製品輸送事業ユニット（物流・港湾・近海内航・関連事業）
コンテナ船事業ユニット

CFOユニット（経営企画・調査・財務・会計・税務・サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報）
総務・人事・法務・企業法務リスク・コンプライアンス統括ユニット

船舶ユニット
先進技術・造船技術・GHG削減戦略ユニット

デジタライゼーション戦略ユニット

取締役会構成比率の見直し 取締役のスキルマトリックスの見直し 役員報酬制度の改定

・  取締役会の社外取締役比率を向上させ、監
督機能においてより高い独立性を確保

・  当社の重要課題として整理したマテリアリ
ティに基づいて項目を見直し、取締役会構成
の多様性を明確化

・  中長期業績連動報酬（株式）をより重視し、
株主との一層の価値共有を推進

・業績連動報酬に新たなKPIの導入
–  短期（STI）：減算指標として、安全面（重大
な海難事故発生）を導入

–  中長期（LTI）：相対TSRに加え、ROE、CO2

排出効率とも連動

2022年6月時点

社外取締役比率

44%

2023年6月時点

 2024年6月21日現在

社外取締役比率

55%

社外取締役比率

62.5%

5名中4名は独立社外取締役

5名中4名は独立社外取締役

2022年度 2023年度
企業経営・経営戦略
法務・リスクマネジメント
財務・会計
人事・労務 ̶
安全・品質 ̶
テクノロジー＊ ̶
環境・技術 ̶
グローバル

営業・ マーケティング ̶

＊ ｢テクノロジー」については、今般の見直しにおいて 
 「環境・技術」の一要素として分類 0

20

40

60

80

100（％）

改定前 2023年改定後

固定
72%

固定
48%

STI
21%

STI
20%

LTI 7%
LTI

32% 業績連動
比率が
50%超

社外
取締役

女
性

（2024年6月21日現在）

社
外

女性
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　当社では、外部視点を活用して中長期的な企業価値向上を実現するために、社外役員を積極
的に選任しています。社外取締役については、業務執行のモニタリングに資することのできる広
く深い経験と知見とを有し、かつ人格に優れ、法令および社会規範を遵守する意識の高い人材
であることに加え、以下の役割、責務を遂行し得る者としています。

●  経営方針や経営改善について、自らの知見に基づき会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上

を図る観点からの助言を行うこと。
●  取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと。
●  会社と経営陣・支配株主等との利益相反を監督すること。
●   経営陣・支配株主等から独立した立場で、ステークホルダーの意見を取締役会に適切に反映させること。
●  独立社外取締役については、経営陣のパフォーマンスを随時評価し、指名諮問委員会および報酬諮問委員会

のメンバーとして経営陣の指名、報酬について意見を表明すること。

社外役員の選任

　当社では、2015年に策定したコーポレートガバナンス・ガイドライン第12条で、「取締役会は、
社長執行役員の後継者の計画について、指名諮問委員会に現職の社長執行役員が毎期策定す
る原案を審議させ、その結果の報告を受け、原案の妥当性を確認する」と定めています。独立社
外取締役を委員長とし、独立社外取締役を中心とする指名諮問委員会で次期社長執行役員等
のサクセッションプランを審議することによって、持続的な企業価値の向上に努めています。

サクセッションプランニング

氏名 選任理由および期待される役割の概要

社外取締役

山田 啓二 長年にわたり行政の長として培ってきた幅広い経験・人脈と高い見識を当社の経営に生かすため、2019年6月から当社社外取締役として選任。取締役会における積極的な発言
や、報酬諮問委員会委員長および指名諮問委員会委員としての活動を通じて業務執行に対する監督等の役割を適切に果たしており、引き続きこれらの役割を果たすことを期待。

内田 龍平
企業価値向上の取り組みに関する豊富な経験と高い見識を当社の経営に生かすため、2019年6月から当社社外取締役として選任。同氏に当社株主の視点から取締役として積極
的に発言し、当社経営および業務遂行の適切な監督等の役割を果たしていただくことは、株主共通の利益にもつながり、当社グループのコーポレートガバナンス向上に貢献する
ものと判断することから、引き続きこれらの役割を果たすことを期待。

小高 功嗣
弁護士業に加え、証券、投資銀行、IT、不動産など幅広い分野の企業で取締役等を務めてきた経験を経て2023年6月に当社社外取締役として選任。法務・財務・会計領域で
の豊富な経験と投資やIRも含めた幅広い知見を生かして、取締役会における積極的な発言や業務執行に関する監督等の役割を適切に果たしており、引き続きこれらの役割を果
たすことを期待。

牧 寛之
 IT関連事業・食品事業を柱とする株式会社メルコホールディングスの代表取締役社長ならびに傘下企業群の代表取締役社長および取締役を務めており、豊富なグループ経営
に関する経験および知見を当社の経営に生かしていただくため、2023年6月に当社社外取締役として選任。経営者としての豊富な経験やIT・デジタル領域での幅広い知見を生
かして、取締役会における発言や業務執行に関する監督等の役割を適切に果たしており、引き続きこれらの役割を果たすことを期待。

政井 貴子
外資系銀行や国内銀行において金融市場に関わる業務を推進し、日本銀行では政策委員会審議委員として金融政策の策定に携わるなどの経験を有しており、金融市場におけ
る豊富な経験や金融経済に関する知見、ダイバーシティに関する見識を当社の経営に生かしていただくため、2024年6月に当社社外取締役として選任。これらの幅広い知見を生
かして、取締役会における発言や業務執行に関する監督等の役割を適切に果たすことを期待。

氏名 選任理由

社外監査役

原澤 敦美 弁護士としての専門的な知識・経験に加え、日本航空株式会社在籍時には整備士として安全運航に貢献するなど、運輸業に係る知識・経験も有しており、当社役員構成の多
様性向上に資するとともに、当社社外監査役として社外の独立した視点に立った実効的な監査を行えるものと判断するため。

久保 伸介 公認会計士として、国内外の監査法人事務所での勤務を通じて得た監査、未上場会社の株式上場支援および企業再生・ M&Aに関連する多彩な業務経験・知識を有しており、
当社社外監査役として社外の独立した視点に立った実効的な監査を行えるものと判断するため。

社外役員の選任理由

指名諮問委員会取締役会
諮問

答申
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取締役会 監査役会 指名諮問委員会 報酬諮問委員会

明珍 幸一 19/19 ̶ 9/9 3/3

浅野 敦男 19/19 ̶ ̶ ̶

鳥山 幸夫 19/19 ̶ ̶ ̶

針谷 雄彥 19/19 ̶ ̶ ̶

山田 啓二 19/19 ̶ 9/9 3/3

内田 龍平 19/19 ̶ ̶ ̶

志賀 こず江 19/19 ̶ 9/9 3/3

小高 功嗣＊1 14/14 ̶ 6/6 1/1

牧 寛之＊1 14/14 ̶ 6/6 1/1

園部 恭也＊2 5/5 ̶ ̶ ̶

亀岡 剛＊2 5/5 ̶ 2/3 2/2

荒井 邦彥 19/19 14/14 ̶ ̶

新井 真＊1 14/14 11/11 ̶ ̶

原澤 敦美 19/19 14/14 ̶ ̶

久保 伸介 18/19 14/14 ̶ ̶

芥川 裕＊2 5/5 3/3 ̶ ̶

取締役会／監査役会／諮問委員会の開催回数と出席回数

　経営の基本方針、法令で定められた事項やその他の経営に関する重要事項を決定するととも
に取締役の職務執行を監督する機関であり、毎月1回以上開催しています。8名の取締役中5名
は社外取締役(うち4名は独立社外取締役)です。取締役会には監査役も出席します。

取締役会

　監査方針・監査計画等を策定し、機能的・機動的監査の実施を目指しています。監査役は、
取締役会やその他の重要会議への出席や重要な決裁文書の閲覧等を通じて、独立の機関とし
て取締役の職務の執行を監査しています。監査役には監査役補助者として専従スタッフを配し
ています。

監査役会

出席回数／開催回数（2023年度）

指名諮問委員会
• 委員長：独立社外取締役 山田啓二
• 委員： 独立社外取締役 小高功嗣、牧寛之、政井貴子　社長執行役員 明珍幸一

　指名諮問委員会は、独立社外取締役全員、取締役会長および社長執行役員で構成されていま
す。取締役会からの諮問を受け、役員選任および解任案についての妥当性、社長執行役員の後
継者計画、その他取締役会から役員の選任および解任に関して諮問を受けた事項について審議
を行います。

諮問委員会の構成

報酬諮問委員会
• 委員長：独立社外取締役 小高功嗣
• 委員： 独立社外取締役 山田啓二、牧寛之、政井貴子　社長執行役員 明珍幸一

　報酬諮問委員会は、独立社外取締役全員、取締役会長および社長執行役員で構成されていま
す。取締役会からの諮問を受け、役員報酬の制度設計、役員報酬の水準、その他役員報酬に関
して取締役会から諮問を受けた事項について審議を行います。

コーポレートガバナンス

＊1 2023年6月23日就任
＊2 2023年6月23日退任

2023年度の取締役会の具体的な討議内容
•  長期経営ビジョン・中期経営計画
•  資本政策(事業投資計画、株主還元政策等)
•  事業戦略（「成長を牽引する役割を担う事業」、新規事業領域等）
•  機能戦略(人材・組織、デジタルトランスフォーメーション等)
•  コーポレートガバナンス(取締役会実効性評価、役員報酬、取締役会構成等)
•  グループガバナンス
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■ 評価の方法と内容
  2023年度の取締役会実効性評価については、全取締役・監査役を対象としたアンケートの結果を
もとに取締役会で討議し、自己評価を行いました。

■ 取締役会の実効性に関する評価結果の概要
  アンケート結果をもとにした取締役会での討議の結果、取締役会はおおむね実効的に機能している
と評価されました。

  取締役会の実効性として重要と考える以下の点では安定した評価となっており、取締役会の機能発
揮につながっていると考えます。

一方で、データやデジタル技術の活用などの項目においてはさらに議論を深める余地があると認識され
ました。これらの点は今後の取り組み課題として認識し、ガバナンスのさらなる向上を図っていきます。

より実効性の高い取締役会の実現に向けて、引き続き以下の項目を取り組むべき課題とし、不断の改善
を行っていきます。 

　当社では、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、コーポレートガバナンスが有効に機能することが必須であるとの考えから、毎年取締役会の実効性について分析・評価を行い、その
結果を適時適切に開示しています。

■ 経営計画の進捗状況のフォローアップ
  繰り返し討議されたテーマですが、フォローアップがやや不十分との評価もあり、さらなる議論の深
化が必要と認識しています。

■ 中長期的な資本政策に関する議論
  中長期的な企業価値の向上に向けて、課題をさらに絞り込み、議論を深堀りするべきとの認識が共
有されました。

■ グループガバナンスの強化
  特に課題とされたコンテナ船事業統合会社（OCEAN NETWORK EXPRESS社）のガバナンス強
化については、取り組みが評価されて状況は改善されつつあるものの、重要な課題であり引き続き議
論が必要との意見がありました。

■ データとデジタル技術を用いた価値の創出
  アンケートでの評価は前回並みであったものの、より積極的な取り組みを求める意見も見られ、継続
的な取り組みが必要とされる課題と認識しています。

■  十分な審議時間と自由闊達で建設的な議論
■  前年度の実効性評価課題を踏まえた議論と
課題の改善

■  グループ全体の潜在的リスクと対処方法、危
機管理体制等についての議論

■   経営計画の進捗状況のフォローアップ
■  株主・投資家との建設的な対話および取締
役会へのフィードバック

■  中長期の企業価値最大化を動機づける業績
連動報酬の議論・設定

■ 経営計画の進捗状況のフォローアップ 
■ 中長期的な資本政策に関する議論 

■ グループガバナンスの強化 
■ データとデジタル技術を用いた価値の創出

取締役会の実効性評価

2022年度評価で挙げられた課題の進捗 2023年度の実効性評価

評価結果を踏まえた2024年度の取り組み
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　当社では、報酬諮問委員会において、報酬の制度設計や水準等について審議し取締役会に答
申を行い、取締役会は答申を尊重し、報酬を決定しています。取締役の報酬等は、①月例報酬（金
銭）と ②短期業績連動報酬（金銭）に加え、③中長期業績連動報酬（株式）から構成されてい
ます。中長期業績連動報酬（株式）は、株主とより一層の価値共有を図るとともに、役員の中長
期的な企業価値向上を目指すインセンティブ性を強め、より効果的に機能させるため、当社株主
総利回り（TSR=Total Shareholders Return）等に連動させたものとしています。報酬制度
の概要は以下のとおりです。

役員報酬制度

　当社では、新任役員を対象に会社法、金融商品取引法、競争法など、法的責任やガバナンス
を中心とした研修や社内全役員を対象に、インサイダー取引などコンプライアンスに関するセミ
ナーや研修を定期的に実施しています。また、社外役員には、就任時の事業、組織、経営環境、
経営課題等の説明のほか、就任後は取締役会議題の事前説明、経営戦略会議への参加、担当
部門からの個別案件説明などを通じて理解の深化に努め、訪船等の現場視察も行っています。

役員向けトレーニング

区分 報酬の種類 報酬の性格 決定方法 報酬限度額

取締役

① 月例報酬 
（金銭） 固定報酬 役位に基づいて決定

年額800百万円以内（うち社
外取締役は111百万円）② 短期業績 

連動報酬 
（金銭）＊1

変動報酬

単年度の連結業績および個人
業績評価に連動
重大事故発生時には減算指標
を適用

③ 中長期業績 
連動報酬 
（株式） 
「BBT」＊1

＊1  業務執行取締役
に限る

中長期の当社株主総利回り
（TSR＊2）、ROE指標、ESG指標
（CO2排出効率改善）に連動＊3

＊2  TSR=一定期間における当社株価
上昇率+一定期間における配当率
（配当合計額÷当初株価）

＊3  TSR指標、ROE指標およびESG指
標の構成比率は、90:5:5

2025年3月期から2028年3
月期までの4事業年度におい
て
① 当社から信託に拠出する
株式取得資金の限度額：
2,400百万円
② 取締役に付与する1事業年
度当たりのポイント数の上
限：120万ポイント（120
万株相当）

監査役 月例報酬のみ 固定報酬 監査役の協議により決定 月額12百万円以内

対象役員 実施時期 内容

新任役員 就任後3ヶ月以内 会社法や金融商品取引法に係る法的責任に関するセミナーなど
を実施

全役員 毎年 競争法、インサイダー取引規制、反贈収賄などのコンプライアン
スに関する研修を実施

社外取締役・
社外監査役 就任時 当社グループの事業、財務、組織の状況、経営状況、経営環境お

よび経営課題について、所管部署または担当執行役員から説明

（銘柄）
25

2014年
3月末

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

2020年
3月末

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

20

15

10

5

0

2024年
3月末

政策保有株式の保有状況の推移

　当社では、コーポレートガバナンス・ガイドラインに基づいて、取締役会が少なくとも年1回、
政策保有目的の上場株式各銘柄について、個別に保有目的や事業活動上の必要性、資本コスト
を踏まえた中長期的な経済合理性等を総合的に精査して保有の適否を検証し、保有継続が合
理的でないと判断された銘柄については縮減の対象としています。当社では政策保有株式の縮
減を進め、2024年3月末時点での上場株式銘柄数は3銘柄となっています。

政策保有株式に関する方針
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コーポレートガバナンス



リスクマネジメント

事業リスクリターン管理

収益悪化リスク

その他事業上のリスク

全社リスクマネジメント

　 ［市況変動リスク］ 
［資産時価変動リスク］ 
［為替変動リスク］ 
［金利リスク］ 
［その他重要なリスク］

船舶運航リスク

地政学的リスク

取引先信用 
リスク

情報システム・ 
情報セキュリティ 

リスク

資金調達リスク

法務・コンプライ
アンスリスク

カントリー・ 
リスク

政治的リスク

災害リスク

レピュテーション・
リスク

人材・労務管理 
リスク

技術革新リスク

パンデミック・ 
リスク

環境保全リスク

ガバナンス・ 
リスク

投資リスク／ 
経済活動変動リスク

ヒストリカルデータなど統計
的手法による最大損失発生
額をリスクとして算出

監査役会

取締役会

危機管理委員会

経営会議

内部通報 
制度

社長執行役員
執行役員会

内部監査 
グループ

企業法務リスク・ 
コンプライアンス 
統括グループ

ドライバルク事業ユニット

エネルギー資源輸送事業ユニット

製品輸送事業ユニット（自動車船）

製品輸送事業ユニット（物流・港湾・近海内航・関連事業） 

コンテナ船事業ユニット

CFO ユニット（経営企画・調査・財務・会計・税務・
サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報）

総務・人事・法務・企業法務リスク・コンプライアンス統括ユニット

船舶ユニット

先進技術・造船技術・GHG 削減戦略ユニット 

デジタライゼーション戦略ユニット

コンプライアンスに関わる
リスクマネジメント

当社グループの企業行動におけ
る倫理、法令、規則および規範
の遵守を担保するための方針・
諸施策の審議・立案・推進など

船舶の運航に関わる 
リスクマネジメント

運航船舶の事故防止・安全対策
に関する基本方針や諸施策の 

審議・決定など

災害に対するリスクマネジメント 

平時における防災体制の充実や
災害発生時の被災者・被災事務
所の救援・復旧・事業継続に関す
る方針・諸施策の審議・決定など

経済変動や環境、人材など、その他
の経営に関わるリスクマネジメント

船舶運航・大災害・コンプライアン
ス以外の、経営に影響を及ぼす 
その他リスクの管理や諸施策の 

審議・推進など

危機管理委員会および下部4委員会
リスクマネジメントおよび危機管理を所管する機能として、マネジメントプロセスを構築し、事業
ユニット／コーポレートユニットにてリスクが適切に特定および管理されることを確実にする。
（モニタリングプロセスは「リスクマネジメントプロセス」に記載）

内部監査グループ
内部監査グループは、執行部門である事業ユニット／コーポ
レートユニットや、リスクマネジメント・危機管理組織によっ
て築かれた内部管理体制の有効性をCOSOのフレームワー
クに準拠した形で、毎年検証・評価する。加えて、当社グルー
プを含めたコンプライアンス体制の強化に対して企業法務リ
スク・コンプライアンス統括グループと連携する。

事業ユニット／ 
コーポレートユニット
社会インフラとしてお客
さまに安全で高品質な
物流を提供するため、事
業のサステナビリティを
実現すべく、自律的に内
部管理体制を構築し、定
期的なリスクの洗い出
し・モニタリングを行う。
また、リスクリターンを
含めた事業のリスクの特
定・評価および統制に対
する責任と説明責任を
持つ。

監査

監査

連携 評価・調査

教育・啓発

承認・監督

報告

付託

報告

報告

報告

報告

報告連携報告

調査指示・報告

員
役
行
執
当
担

コンプライアンス委員会 安全運航推進委員会 災害対策委員会 経営リスク委員会

リスクマネジメント体制図

リスクマネジメント体制
　当社グループが認識する主要なリスクを、船舶運航に伴う
リスク、コンプライアンスに関わるリスク、災害リスク、その他
の経営に関わるリスクの4つのリスクに分類し、それぞれ対応
する委員会を設けています。また、この4委員会を束ね、リス
クマネジメント全般を掌握・推進する組織として、危機管理
委員会を設置しています。社長がこれら全ての委員会の委員
長を務め、平時においても四半期ごとに委員会を開催し、リス
クマネジメントの強化を図っています。4つの主要なリスク委
員会では、リスクマネジメントのための研修を定期的・継続

的に実施しています。一例として大規模事故演習の実施や他
社とのリスクマネジメント勉強会への参加等を通じリスクマネ
ジメントの強化を図っています。また、毎年11月を「コンプラ
イアンス月間」と定め、コンプライアンスの重要性を周知徹底
しています。
　組織全体で効果的なリスクマネジメントの文化を促進・強
化するために、階層ごとに定められた行動規範にはリスクマネ
ジメントの項目があり、その基準が反映されるように人事評価
制度がつくられています。この人事評価は給与や昇進にも影
響します。シニア・エグゼクティブは、リスクマネジメントに関
する全社的な取り組みの実施に責任を負います。

　外部環境変化や経営上のさまざまなリスクを認識し、リスク
が顕在化したときにも企業の社会的責任を果たせるよう、リス
クマネジメント体制を構築しています。
　法務コンプライアンスや人材労務管理といった企業の抱える
一般的なリスクに加えて、お客さまの貨物を安全・安心に運ぶ
ための船舶の運航に際する安全面、さらに当社事業は世界経済
の影響にさらされることから、さまざまな市況変動など事業上
のリスクにも備えます。

事業リスクリターン管理
　想定最大損失額を連結自己資本の範囲内にコントロールし、適
正な投資規模による「安定性」と「成長性」を両立させます。事業
リスク量（=想定最大損失額）は、事業特性を踏まえながら、統計
学的手法を用いて計測します。
　事業におけるリスクは多種多様です。事業リスクリターン管理は、
自己資本毀損に至る「損失発生リスク」を対象にしています。事業
リスクリターン管理対象外の事業におけるリスクは、各事業ユニッ
トがコントロールの上、全社管理は危機管理委員会およびその下部
組織でマネジメントする社内体制をとっています。

全社リスクマネジメント
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トップダウン
リスク

機会
エマージングリスク選定

外部環境事象の特定 影響評価：バリューチェーン情報の整理 リスク評価：重要リスクの選定
PEST リスク中分類 当社バリューチェーン（VC）

地政学的リスク
規制変化リスク
市況変動リスク

経済成長変化リスク
人的資源リスク

コンプライアンスリスク
SDGsリスク
災害リスク

技術革新リスク
情報システムリスク
事故等安全リスク

政治的要因
（Politics）

船腹調達 
（造船・傭船）

営業 
（貨物受注）

船舶運航

船舶管理

会社
（コーポレート 
要素含む）

船のDeliveryが受けられない・遅延する、
発注できない、傭船できない、船価の 
上昇、傭船コストの上昇

貨物が受注できない、荷量の減少、 
運賃の下落、競争力低下

高

高 中
備えの程度（Management Preparedness）

低

中

低航行ができない・遅延、荷役ができない・ 
遅延、運航コストの上昇

ヒートマップ化
・発生可能性
・影響度
・備えの程度

・専門家による分析
・グローバルリスクレポート等の調査レポート

入渠できない・遅延、船員不足、船員 
コストの上昇、船舶管理コストの上昇

事業継続に支障、資金調達力低下、 
バランスシートの毀損、企業価値低下

経済的要因
（Economy）

社会的要因
（Society）

技術的要因
（Technology）

経営計画

事業執行

従来型

ボトムアップ

R
isk E

xp
o

sure 

）
性
能
可
生
発
×
度
響
影
（

陣
営
経

会
員
委
各
・
門
部
業
事

執行

C
P D
A

C
P D
A

リスク

エマージングリスク

既存リスク

外部環境に起因するリスク

現業に内在するリスク

  リスクの洗い出し・ 
再評価
  重要課題の特定
  社内情宣

  予防・対応策の実施

  リスク対策の実施
  重要課題への対応
  情報管理・ 
モニタリング

  リスクの評価／原因分析
  マネジメントプロセスの 
レビュー
  予防・対応策（低減／ 
移転／回避／保有） 
の検討

C
（年2回以上）

P
（期初）

D
（期中）

A
（期末）

重要課題選定

右上に位置するものが 
リスクの程度が高い

リスクマネジメント

　当社グループにおけるリスク管理を徹底すべく、グループ全
体に関わるリスクを特定し、情報管理・モニタリングを行いな
がら、リスク対応に取り組んでいます。各リスクの管理は、期末
にリスクの再評価や網羅的なリスクの洗い出し・特定を行い、
管理体制の有効性や主要リスクから重要課題を定めた上で、各
委員会において定期的にレビューを行い、再評価、対策の実施
を行うPDCA体制としています。このPDCAでは、各委員会が
ボトムアップでリスクの再評価や洗い出し・特定を行う手法と、
まだ顕在化していないが重要性が高まっているエマージングリ
スクのようなメガトレンドの変化をトップダウンで評価する手法
とで、重層的に対応しています。メガトレンドの変化は、リスク
のみならず機会にもなるため、次年度の事業戦略立案時に行う
PEST分析＊を軸として、メガトレンド認識を的確に事業戦略に
生かす側面と、最新のリスクトレンドの変化を評価し対応する
側面とで、リスクと機会の双方を漏らすことなく取り組んでい
ます。
　具体的には、PESTの要素を当社各事業のバリューチェーン
に掛け合わせることでリスクシナリオを想定し、経営陣により発
生可能性／影響度／備えの程度を整理の上、ヒートマップを作
成します。さらに専門家による分析や調査レポート等の外部知
見も得ながら、注視すべき課題を特定し、ボトムアップ式のリス
ク特定と合わせて重要課題を選定します。
　また、PDCAサイクルの過程でリスクマネジメントに対する情
宣を行っています。リスク対策や期初に特定した重要課題への
取り組み状況を、取締役会や執行役員会を通じて社内に周知し
ています。
＊ 外部環境を政治・経済・社会・技術の4つに分類し脅威を洗い出し、自社にもたらす
影響を分析するフレームワーク

リスクマネジメントプロセス
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